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1．『今日の私学財政』と財務分析 

 

ここでは､『今日の私学財政』を学校法人の財

政運営のデータとして活用していただくための

利用の方法について､ ご案内します｡  

(1) 中長期経営計画策定の基礎資料に 

私立学校は､ 教育・研究を目的とする恒久的

な組織体です｡ したがって､ その組織を維持・

発展していくためには､ 個々の学校法人におい

て､ 財政及び経営状況を的確に把握した上で､ 

経営基盤の確立を図り､ 教育研究等の活動に積

極的に取り組むことが必要とされます｡ 経営基

盤を確保するためには､ 長期的構想に基づいて

中長期経営計画を策定し､ 計画的な財政運営を

実践していくことが望まれます｡ 特に､ 就学人

口の減少期にある現在､ 経営計画の必要性が高

まっています｡  

中長期経営計画に基づく計画的な財政運営を

実施するためには､ 自己診断としての財務分析

が不可欠となります｡  

一定時点での財政状態や一定期間の経営状況、

資金の流れを貸借対照表で、事業活動収支計算

書、 資金収支計算書で把握します｡ これらの数

値を分析することによって､ 学校法人の財政構

造が安全かつ健全に維持されているか､ 収支の

内容が妥当であり均衡が保たれているか､ さら

に資金の調達とその配分に大きな変化がないか､ 

などを検討することとなります｡  

現状分析により､ 財政及び経営の状況が把握

できれば､ その結果を踏まえて､ 将来の課題を

展望し､ 目標値を設定します｡ そして､ 目標値

に向けて活動を開始することになります｡  

こうした現状分析及び目標値の設定にあたっ

ては､ 自法人の財務内容を全国的規模における

財務数値の動向と比較し､ 検討することが不可

欠といえます｡ ここでは､ こうした判断を的確

に行うために､ 全国の集計値を提供することと

なります｡  

 

(2) 5 ヵ年連続表の利用 

貸借対照表､ 事業活動収支計算書及び資金収

支計算書の 5 ヵ年連続表は､ 集計値とともに､ 

全体に対する割合を百分比で示した構成比率及

び 5 年前の金額を 100 とした趨勢を掲載してい

ます｡ さらに､ 分析を効率的に行うため、ある

科目の金額と他の科目の金額を比較してその割

合を示した比率を財務比率表として掲載してい

ます｡  

また､ 大学法人、大学部門の集計にあたって

は､ 医歯系大学を設置する法人、医歯系大学を

含めた 5 ヵ年連続表と、それらを除外した 5 ヵ

年連続表の二つを掲載しています｡ 医歯系大学

を設置する法人及び医歯系大学は､ 他の大学法

人や大学と比較して資産規模及び収入支出の規

模が大きな大学法人・部門が含まれるため、こ

れらを含めた場合、集計結果に大きく影響を及

ぼすことがあるため､ これらを除外した連続表

も作成しました｡ 自法人との比較の際は、設置

形態にあわせてご利用ください｡  

構成比率や財務比率の年度推移に着目するこ

とによって､ 法人種別や部門別の過去 5 ヵ年の

全体的な動向が把握できます｡ 自法人の財政状

態や経営状況の趨勢の変化を､ 集計値にみる平

均値と比較して､ その動向が異なっている場合

には､ その原因を解明しておくことも必要で

す｡  

また､ 『今日の私学財政』 の過年度版をご利

用いただければ､ 10 ヵ年の推移を把握すること

も可能です｡ 10 ヵ年の推移をみることによって､ 

科目の増減傾向がより明瞭になる場合がありま

す｡  

なお、学校法人会計基準の一部改正（平成 25

年 4 月 22 日）に伴い、平成 22 年度から平成 26

年度の計算書は旧基準で 5 ヵ年連続表、平成 27

年度及び平成 28年度の計算書は新基準で 2ヵ年

分を掲載しています。 
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(3) 比較対象グループの選択 

本書には､ 設置法人別､ 規模別､ 系統別､ 地

域別に区分して集計した結果表を掲載していま

す｡ これらの表の数値を利用することによって､ 

自法人と類似のグループとの比較検討が可能と

なります｡  

特に､ 大学法人、大学部門の場合は､ 系統に

よる数値の違いが大きく､ 短期大学法人、短期

大学部門の場合は､ 系統と規模により､ 数値の

違いが大きいので､ 法人合計・部門合計の構成

比率や財務比率との比較のほか､ それぞれ該当

する系統や地域との比較が望まれます｡  

(4) 単位当たりの実数比較 

構成比率や財務比率を用いて分析するほか､ 

単位当たりの金額による分析も重要です｡  

集計数は毎年異なりますので､ 金額及び金額

の伸び等を比較するには､ 1 法人当たり金額・1

部門(校)当たり金額・学生生徒等 1 人当たり金額

にすることが必要になります｡ 各集計表の上段

に､ 集計法人数・集計部門数・集計学生生徒等

数・専任教員数・専任職員数を記載しています

ので､ 集計値をこれらの数値で除して､ 単位当

たりの実数を算出して比較検討することとなり

ます｡  

定員増等があり学生生徒等数の増減がある法

人の場合は､ 学生生徒等 1 人当たり金額を算出

して､ その実数及び伸び率を当該法人のそれと

比較するのも一つの方法です｡ 集計結果からみ

た場合とは､ 異なった理解が得られるかも知れ

ません｡  

(5) 財務比率の利用 

学校法人の財務状況を把握するために､ 企業

の経営分析の手法を応用するケースもあります

が、学校法人の財務分析の目的は､ 長期的にみ 

て財政が健全に維持されているかどうか､施設

設備が充実しているか、収支の均衡が保たれて 

いるか等の観点から､財務分析を行い､ 改善方 

 

 

 

策を検討することにあります｡  

本書には､ 貸借対照表に関する比率を 20項目､ 

事業活動収支計算書に関する比率を 16 項目、活

動区分資金収支計算書に関する比率を 1 項目の

計 37 項目を掲載しています｡  

財務比率の解説は､ ｢2.財務比率等の解説と度

数分布｣ の各ページにあります。 

ただし､ これらの財務比率は､ 標準値や絶対

的な目標値ではなく､ 各集計における平均値で

す｡ また､ 一つの比率だけで財政状態や経営状

況を判断せず、複数の財務比率で検討されるこ

とをお勧めします。  

(6) 財務比率比較表の利用 

自法人が､ 平均値と比較できるように､ 次ペ

ージ以降に ｢財務比率比較表｣ の様式を掲載し

ました｡ 比較したいグループの平均値を記入し

て､ 自法人の数値と比べてください｡ なお､ 集

計数の少ないグループと比較すると､ 平均値が

大きく偏る場合がありますので、注意が必要で

す｡  

(7) 学校法人の自己診断のチェックにも利用 

私立学校を取り巻く経営環境が厳しくなる中、

「学校法人自身による経営上の問題点の早期発

見、自主的な対応策の早期立案と実行」のため

のチェックリストの一例を、学校法人活性化・

再生研究会の最終報告（平成 19 年 8 月公表）に

示しています（私学事業団ホームページで掲載

中）。自己診断は、自法人の経営上の問題点を

分析するにあたって非常に重要であり、本書と

併せてチェックリストを利用し、自法人や設置

部門の状況を正確に把握することが必要です。  

なお、チェックリストは必要に応じて今後も

見直しを行う予定です。 
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平成２８年度 財務比率比較表（大学法人） 

（単位：％） 

分  類 № 比  率 計  算  式 本 法 人 全国平均 
全国平均 

(医歯系法人を 

除く) 

同 系 統 

法人平均 
同 規 模 

法人平均  

貸 

借 

対 

照 

表 

関 

係 

比 

率 

自己資金は充実
されているか 

9 
純 資 産 

構 成 比 率 
純 資 産 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 85.6 87.6   

10 
繰越収支差額 

構 成 比 率 
繰 越 収 支 差 額 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 △ 18.6 △ 14.2   

18 基 本 金 比 率 
基 本 金 

基 本 金 要 組 入 額 
 97.1 97.3   

長期資金で固定
資産は賄われて

いるか 

11 固 定 比 率 
固 定 資 産 

純 資 産 
 100.4 98.9   

12 
固 定 長 期 

適 合 率 
固 定 資 産 

純 資 産 ＋ 固 定 負 債 
 91.1 91.5   

資産構成はどう
なっているか 

1 
固 定 資 産 

構 成 比 率 
固 定 資 産 

総 資 産 
 85.9 86.7   

2 
有形固定資産 

構 成 比 率 
有 形 固 定 資 産 

総 資 産 
 59.3 61.2   

3 
特 定 資 産 

構 成 比 率 
特 定 資 産 

総 資 産 
 22.9 21.4   

4 
流 動 資 産 

構 成 比 率 
流 動 資 産 

総 資 産 
 14.1 13.3   

19 減価償却比率 
減価償却累計額（図書を除く）  

減価償却資産取得価額（図書を除く） 
 51.2 49.6   

負債に備える資
産が蓄積されて

いるか 

7 
内 部 留 保 

資 産 比 率 
運 用 資 産 － 総 負 債 

総 資 産 
 23.0 24.2   

8 
運 用 資 産 

余 裕 比 率 
運用資産－外部負債 

経 常 支 出 
 1.4 1.8   

13 流 動 比 率 
流 動 資 産 

流 動 負 債 
 246.1 252.2   

16 前受金保有率 
現 金 預 金 

前 受 金 
 371.8 345.8   

17 
退職給与引当
特定資産保有率 

退職給与引当特定資産 

退 職 給 与 引 当 金 
 57.5 69.2   

負債の割合はど
うか 

5 
固 定 負 債 

構 成 比 率 
固 定 負 債 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 8.7 7.1   

6 
流 動 負 債 

構 成 比 率 
流 動 負 債 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 5.7 5.3   

14 総 負 債 比 率 
総 負 債 

総 資 産 
 14.4 12.4   

15 負 債 比 率 
総 負 債 

純 資 産 
 16.9 14.2   

運用資産の保有
状況はどうか 

20 積 立 率 
運 用 資 産 

要 積 立 額 
 72.6 78.9   

(注) 1.運用資産＝特定資産＋有価証券(固定資産)＋有価証券(流動資産)＋現金預金 

2.外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務 

3.要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第 2 号基本金＋第 3 号基本金 

4.運用資産余裕比率の単位は（年）である。 
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（単位：％） 

分  類 № 比  率 計  算  式 本 法 人 全国平均 
全国平均 

(医歯系法人を 

除く) 

同 系 統 

法人平均 
同 規 模 

法人平均  

事 

業 

活 

動 

収 

支 

計 

算 

書 

関 

係 

比 

率 

経営状況は 

どうか 
6 

事業活動収支 

差 額 比 率 
基本金組入前当年度収支差額 

事 業 活 動 収 入 
 4.7 4.9   

収入構成は 

どうなって 

いるか 

8 
学 生 生 徒 等 

納 付 金 比 率 
学 生 生 徒 等 納 付 金 

経 常 収 入 
 51.8 73.7   

9 寄 付 金 比 率 
寄 付 金 

事 業 活 動 収 入 
 2.5 3.0   

10 経常寄付金比率 
教育活動収支の寄付金 

経 常 収 入 
 1.6 1.9   

11 補 助 金 比 率 
補 助 金 

事 業 活 動 収 入 
 9.7 12.3   

12 経常補助金比率 
経 常 費 等 補 助 金 

経 常 収 入 
 9.3 12.0   

支出構成は 

適切であるか 

1 人 件 費 比 率 
人 件 費 

経 常 収 入 
 49.8 53.6   

3 
教 育 研 究 

経 費 比 率 
教 育 研 究 経 費 

経 常 収 入 
 39.0 33.0   

4 管理経費比率 
管 理 経 費 

経 常 収 入 
 7.1 9.0   

5 
借 入 金 等 

利 息 比 率 
借 入 金 等 利 息 

経 常 収 入 
 0.2 0.2   

13 基本金組入率 
基 本 金 組 入 額 

事 業 活 動 収 入 
 11.0 11.8   

14 減価償却額比率 
減 価 償 却 額 

経 常 支 出 
 10.1 11.8   

収入と支出の 

バランスは 

とれているか 

2 人件費依存率 
人 件 費 

学 生 生 徒 等 納 付 金 
 96.1 72.8   

7 
基本金組入後 

収 支 比 率 
事 業 活 動 支 出 

事業活動収入－基本金組入額 
 107.1 107.8   

15 
経 常 収 支 

差 額 比 率 
経 常 収 支 差 額 

経 常 収 入 
 3.8 4.1   

16 
教育活動収支 

差 額 比 率 
教 育 活 動 収 支 差 額 

教 育 活 動 収 入 計 
 2.5 2.7   

※ 

教育活動で 

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰが 

生み出せて 

いるか 

1 
教育活動資金 

収支差額比率 
教育活動資金収支差額 

教育活動資金収入計 
 12.6 14.2   

(注) 1.寄付金＝教育活動収支の寄付金＋特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付 

2.補助金＝経常費等補助金＋施設設備補助金 

3.表中の※は活動区分資金収支計算書から算出したものである。 
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平成２８年度 財務比率比較表（短期大学法人） 

 （単位：％） 

分  類 № 比  率 計  算  式 本 法 人 全国平均 
同 系 統 

法人平均 
同 規 模 

法人平均  

貸 

借 

対 

照 

表 

関 

係 

比 

率 

自己資金は充実
されているか 

9 
純 資 産 

構 成 比 率 
純 資 産 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 88.3   

10 
繰越収支差額 

構 成 比 率 
繰 越 収 支 差 額 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 △ 15.3   

18 基 本 金 比 率 
基 本 金 

基 本 金 要 組 入 額 
 97.1   

長期資金で固定
資産は賄われて

いるか 

11 固 定 比 率 
固 定 資 産 

純 資 産 
 95.3   

12 
固 定 長 期 

適 合 率 
固 定 資 産 

純 資 産 ＋ 固 定 負 債 
 88.9   

資産構成はどう
なっているか 

1 
固 定 資 産 

構 成 比 率 
固 定 資 産 

総 資 産 
 84.1   

2 
有形固定資産 

構 成 比 率 
有 形 固 定 資 産 

総 資 産 
 60.2   

3 
特 定 資 産 

構 成 比 率 
特 定 資 産 

総 資 産 
 19.0   

4 
流 動 資 産 

構 成 比 率 
流 動 資 産 

総 資 産 
 15.9   

19 減価償却比率 
減価償却累計額（図書を除く）  

減価償却資産取得価額（図書を除く） 
 52.3   

負債に備える資
産が蓄積されて

いるか 

7 
内 部 留 保 

資 産 比 率 
運 用 資 産 － 総 負 債 

総 資 産 
 25.4   

8 
運 用 資 産 

余 裕 比 率 
運用資産－外部負債 

経 常 支 出 
 1.8   

13 流 動 比 率 
流 動 資 産 

流 動 負 債 
 298.6   

16 前受金保有率 
現 金 預 金 

前 受 金 
 488.0   

17 
退職給与引当
特定資産保有率 

退職給与引当特定資産 

退 職 給 与 引 当 金 
 58.2   

負債の割合はど
うか 

5 
固 定 負 債 

構 成 比 率 
固 定 負 債 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 6.4   

6 
流 動 負 債 

構 成 比 率 
流 動 負 債 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
 5.3   

14 総 負 債 比 率 
総 負 債 

総 資 産 
 11.7   

15 負 債 比 率 
総 負 債 

純 資 産 
 13.3   

運用資産の保有
状況はどうか 

20 積 立 率 
運 用 資 産 

要 積 立 額 
 77.6   

  

(注) 1.運用資産＝特定資産＋有価証券(固定資産)＋有価証券(流動資産)＋現金預金 

2.外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務 

3.要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第 2 号基本金＋第 3 号基本金 

4.運用資産余裕比率の単位は（年）である。 
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（単位：％） 

分  類 № 比  率 計  算  式 本 法 人 全国平均 
同 系 統 

法人平均 
同 規 模 

法人平均  

事 

業 

活 

動 

収 

支 

計 

算 

書 

関 

係 

比 

率 

経営状況は 

どうか 
6 

事業活動収支 

差 額 比 率 
基本金組入前当年度収支差額 

事 業 活 動 収 入 
 7.0   

収入構成は 

どうなって 

いるか 

8 
学 生 生 徒 等 

納 付 金 比 率 
学 生 生 徒 等 納 付 金 

経 常 収 入 
 61.3   

9 寄 付 金 比 率 
寄 付 金 

事 業 活 動 収 入 
 8.8   

10 経常寄付金比率 
教育活動収支の寄付金 

経 常 収 入 
 2.5   

11 補 助 金 比 率 
補 助 金 

事 業 活 動 収 入 
 25.9   

12 経常補助金比率 
経 常 費 等 補 助 金 

経 常 収 入 
 26.6   

支出構成は 

適切であるか 

1 人 件 費 比 率 
人 件 費 

経 常 収 入 
 60.0   

3 
教 育 研 究 

経 費 比 率 
教 育 研 究 経 費 

経 常 収 入 
 27.0   

4 管理経費比率 
管 理 経 費 

経 常 収 入 
 7.0   

5 
借 入 金 等 

利 息 比 率 
借 入 金 等 利 息 

経 常 収 入 
 0.3   

13 基本金組入率 
基 本 金 組 入 額 

事 業 活 動 収 入 
 15.6   

14 減価償却額比率 
減 価 償 却 額 

経 常 支 出 
 11.0   

収入と支出の 

バランスは 

とれているか 

2 人件費依存率 
人 件 費 

学 生 生 徒 等 納 付 金 
 97.9   

7 
基本金組入後 

収 支 比 率 
事 業 活 動 支 出 

事業活動収入－基本金組入額 
 110.2   

15 
経 常 収 支 

差 額 比 率 
経 常 収 支 差 額 

経 常 収 入 
 2.4   

16 
教育活動収支 

差 額 比 率 
教 育 活 動 収 支 差 額 

教 育 活 動 収 入 計 
 1.1   

※ 

教育活動で 

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰが 

生み出せて 

いるか 

1 
教育活動資金 

収支差額比率 
教育活動資金収支差額 

教育活動資金収入計 
 10.1   

      

(注) 1.寄付金＝教育活動収支の寄付金＋特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付 

2.補助金＝経常費等補助金＋施設設備補助金 

3.表中の※は活動区分資金収支計算書から算出したものである。 
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2．財務比率等の解説と度数分布 
 

(1) 財務比率の解説 

学校法人の財政状態及び経営状況を分析する

ための財務比率について、計算式、比率の解説

を掲載しています。 

また、財務分析上、併せて確認が必要な比率

も紹介しています。 

(2) 度数分布の目的 

財務比率は、平均値だけではなく、比率がど

のように分散しているかを知ることも重要です。

度数分布によって比率のバラツキがどの程度な

のか､ また自法人の比率が全体の中でどの程度

の位置にあるかを知ることができます｡  

さらに､ 「Ⅳ.集計結果」の集計表に示された

財務比率は､ 金額の集計値を基礎に算出してい

ることから､ 資金規模の大きな学校法人・部門

に左右されます｡ よって､ 資金規模の小さな学

校法人・部門はむしろ度数分布を参考にして､ 

比較検討してください｡  

(3) 度数分布の利用方法 

ここでは、貸借対照表に関する比率を20項目､

事業活動収支計算書に関する比率を 16 項目、活

動区分資金収支計算書に関する比率を 1 項目、

その他指標 7 項目について度数分布を掲載して

います。度数分布表では､ これらの財務比率等

の度数を 15 階級に分けています。  

さらに､ いくつかの度数分布表には､ 分布状

況が理解し易いようにグラフを掲載しています｡ 

自法人の該当階級､ 全体の幅の中の位置の確認

にご利用ください｡ この度数分布に示した｢平

均値｣ は､ 個別に算出された比率を単純に合計

し､ 集計数で除したものです｡ なお､「Ⅳ.集計結

果」の集計表の財務比率は､ 集計値を加重した

加重平均値となります。 したがって､「Ⅳ.集計

結果」の集計表から算出した財務比率とは異な

っています｡ 前者は加重平均による財務比率､ 

後者は､ 単純平均による財務比率となります｡ 

比較検討にあたっては留意してください｡  

(4) 代表値等の解説 

それぞれの財務比率の母集団の特徴を示すた

めに､ 7 つの代表値等を挙げました｡  

最大値……集団の中で最も大きい比率を表し

ています｡  

最小値……集団の中で最も小さい比率を表し

ています｡  

平均値……比率の総和を集計数で除した単純

平均を表しています｡  

中央値……比率を大きさの順に並べたとき､ 

その中央に位置する値(または中

央に位置する 2 つの項目の平均)を

表しています｡  

最頻値……比率の中で最も個数の多い値を表

しています｡  

標準偏差…比率の平均値に対する偏差の大き

さを二乗し､ その値の平均値を平

方平均したものです｡ この値が､ 

平均値に対して小さいほど比率が

分布の中心付近に集中しており､ 

逆に大きいほど広範囲に分散して

いることを示しています｡  

変動係数…標準偏差を平均値で割ったもので

あり､ 平均値の異なる標準偏差を

相互に比較する場合に使われます｡ 

変動係数が大きいほど､ 分布の拡

がりが大きいということがわかり

ます｡  

なお､ 他の法人と大きく離れている数値(異常

値)がある場合には､ 代表値等が大きく影響を受

けることもありますので､ 集団の上下各 2.5％

を削除した代表値等も掲載しています｡  
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◇貸借対照表関係比率 

自己資金は充実されているか （9，10，18） 

9．純資産構成比率 

 

【計 算 式】   

 

【比率の解説】 

純資産の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で､学校法人の資金の調達源泉を分

析する上で､最も概括的で重要な指標である｡ 

この比率が高い場合は、自己財源が充実していることを示し、財政的には安定していると評価で 

きる。逆に 50％を下回る場合は他人資金が自己資金を上回っていることを示している｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

基本金組入後収支比率、基本金比率、負債比率 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －409.7  70.0 72.0 74.0 76.0 78.0 80.0 82.0 84.0 86.0 88.0 90.0 92.0 94.0 96.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 99.7 69.9 71.9 73.9 75.9 77.9 79.9 81.9 83.9 85.9 87.9 89.9 91.9 93.9 95.9  
                 

度   数 548 33 18 15 15 20 19 19 34 54 44 53 67 61 63 33 
                 

全体 最大値 99.7 最小値 －409.7 平均値 84.7 中央値 87.9 最頻値 88.6 標準偏差 23.40 変動係数 27.61 
上下 2.5%削除後 最大値 97.3 最小値 62.2 平均値 86.2 中央値 87.9 最頻値 88.6 標準偏差 7.81 変動係数 9.05 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 22.3  70.0 72.0 74.0 76.0 78.0 80.0 82.0 84.0 86.0 88.0 90.0 92.0 94.0 96.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 98.2 69.9 71.9 73.9 75.9 77.9 79.9 81.9 83.9 85.9 87.9 89.9 91.9 93.9 95.9  
                 

度   数 109 12 2 3 4 1 5 4 3 7 6 10 13 13 15 11 
                 

全体 最大値 98.2 最小値 22.3 平均値 85.1 中央値 89.5 最頻値 90.6 標準偏差 13.10 変動係数 15.39 
上下 2.5%削除後 最大値 98.1 最小値 41.2 平均値 85.9 中央値 89.5 最頻値 90.6 標準偏差 10.35 変動係数 12.03 

純 資 産 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
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10．繰越収支差額構成比率 

 

【計 算 式】   

 

【比率の解説】 

繰越収支差額の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合である｡ 

繰越収支差額とは､過去の会計年度の事業活動収入超過額又は支出超過額の累計であり､一般的に

は支出超過 (累積赤字) であるよりも収入超過 (累積黒字) であることが理想的である｡ 

しかし､単年度の事業活動収支を分析する場合と同様に､事業活動収支差額は各年度の基本金へ

の組入れ状況によって左右される場合もあるため､この比率のみで分析した場合、一面的な評価と

なるおそれがある｡  

この比率を用いて評価を行う場合は、基本金の内訳とその構成比率と併せて検討する必要があ

る｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

基本金組入後収支比率、基本金比率  

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －549.7  －55.0 －50.0 －45.0 －40.0 －35.0 －30.0 －25.0 －20.0 －15.0 －10.0 －5.0 0.0 5.0 10.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 65.7 －55.1 －50.1 －45.1 －40.1 －35.1 －30.1 －25.1 －20.1 －15.1 －10.1 －5.1 －0.1 4.9 9.9  
                 

度   数 548 62 22 18 21 31 33 31 32 51 46 49 58 42 19 33 
                 

全体 最大値 65.7 最小値 －549.7 平均値 －23.7 中央値 －17.8 最頻値 －10.4 標準偏差 36.23 変動係数 －152.48 
上下 2.5%削除後 最大値 18.6 最小値 －99.8 平均値 －22.1 中央値 －17.8 最頻値 －10.4 標準偏差 22.88 変動係数 －103.43 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －155.2  －55.0 －50.0 －45.0 －40.0 －35.0 －30.0 －25.0 －20.0 －15.0 －10.0 －5.0 0.0 5.0 10.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 40.2 －55.1 －50.1 －45.1 －40.1 －35.1 －30.1 －25.1 －20.1 －15.1 －10.1 －5.1 －0.1 4.9 9.9  
                 

度   数 109 16 6 5 4 4 7 4 7 10 8 6 10 5 6 11 
                 

全体 最大値 40.2 最小値 －155.2 平均値 －25.0 中央値 －19.4 最頻値 －24.5 標準偏差 33.90 変動係数 －135.51 
上下 2.5%削除後 最大値 33.9 最小値 －99.5 平均値 －23.8 中央値 －19.4 最頻値 －24.5 標準偏差 28.60 変動係数 －119.84 

繰 越 収 支 差 額 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
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18．基本金比率 

 

【計 算 式】  

 

＊基本金要組入額＝基本金＋基本金未組入額 

 

【比率の解説】 

基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済基本金の割合である｡  

この比率は 100％が上限であり､100％に近いほど未組入額が少ないことを示している｡ 

未組入額があることはすなわち借入金又は未払金をもって基本金組入対象資産を取得している

ことを意味するため、100％に近いことが望ましい｡ 

しかし、仮に 100％である場合でも繰越事業活動収支差額において支出超過となっている場合、

累積した支出超過が基本金を毀損していることとなるため､繰越事業活動収支差額の状況も併せて

評価する必要がある｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

繰越収支差額構成比率、負債比率  

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 69.5  65.0 67.5 70.0 72.5 75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 87.5 90.0 92.5 95.0 97.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 100.0 64.9 67.4 69.9 72.4 74.9 77.4 79.9 82.4 84.9 87.4 89.9 92.4 94.9 97.4  
                 

度   数 548 0 0 1 0 2 0 0 4 4 10 15 24 53 83 352 
                 

全体 最大値 100.0 最小値 69.5 平均値 97.2 中央値 99.3 最頻値 100.0 標準偏差 4.18 変動係数 4.29 
上下 2.5%削除後 最大値 100.0 最小値 85.4 平均値 97.5 中央値 99.3 最頻値 100.0 標準偏差 3.23 変動係数 3.31 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 31.1  65.0 67.5 70.0 72.5 75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 87.5 90.0 92.5 95.0 97.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 100.0 64.9 67.4 69.9 72.4 74.9 77.4 79.9 82.4 84.9 87.4 89.9 92.4 94.9 97.4  
                 

度   数 109 1 0 0 0 0 0 0 1 1 2 5 8 5 11 75 
                 

全体 最大値 100.0 最小値 31.1 平均値 96.6 中央値 99.5 最頻値 100.0 標準偏差 7.61 変動係数 7.87 
上下 2.5%削除後 最大値 100.0 最小値 83.3 平均値 97.3 中央値 99.5 最頻値 100.0 標準偏差 4.01 変動係数 4.12 

基 本 金 

基 本 金 要 組 入 額  
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長期資金で固定資産は賄われているか （11，12） 

11．固定比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

固定資産の純資産に対する割合で､土地・建物・施設等の固定資産に対してどの程度純資産が投

下されているか､すなわち資金の調達源泉とその使途とを対比させる比率である｡ 

固定資産は学校法人の教育研究事業にとって必要不可欠であり､永続的にこれを維持・更新して

いく必要がある｡ 

固定資産に投下した資金の回収は長期間にわたるため､本来投下資金は返済する必要のない自己

資金を充てることが望ましい｡ しかし実際に大規模設備投資を行う際は外部資金を導入する場合

もあるため､この比率が 100％を超えることは少なくない。このような場合､固定長期適合率も利用

して判断することが有効である｡ 

なお､固定資産に占める有形固定資産と特定資産の構成比にも留意が必要である｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

有形固定資産構成比率、特定資産構成比率、固定長期適合率、基本金比率  

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               （単位：％） 
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －23.0  65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 120.0 125.0 130.0 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 20,971.3 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9 119.9 124.9 129.9  
                 

度   数 548 7 7 13 17 35 45 72 118 83 63 22 27 12 8 19 
                 

全体 最大値 20,971.3 最小値 －23.0 平均値 137.1 中央値 98.2 最頻値 102.9 標準偏差 891.81 変動係数 650.33 
上下 2.5%削除後 最大値 135.9 最小値 69.3 平均値 98.7 中央値 98.2 最頻値 98.2 標準偏差 11.90 変動係数 12.05 

               （単位：％） 
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 59.5  65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 120.0 125.0 130.0 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 398.3 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9 119.9 124.9 129.9  
                 

度   数 109 4 5 1 8 9 11 12 22 10 4 5 4 4 0 10 
                 

全体 最大値 398.3 最小値 59.5 平均値 101.2 中央値 96.0 最頻値 99.9 標準偏差 38.27 変動係数 37.80 
上下 2.5%削除後 最大値 174.5 最小値 62.9 平均値 97.6 中央値 96.0 最頻値 97.8 標準偏差 19.08 変動係数 19.54 

固 定 資 産 

純 資 産 

 

 

7 7 13 17 
35 45 

72 

118 

83 
63 

22 27 
12 8 19 

0

100

200
法人 大 学 法 人

 

4 5 
1 

8 9 11 12 

22 

10 
4 5 4 4 

0 

10 

0

20

40
法人 短 期 大 学 法 人

－11－



12．固定長期適合率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

固定資産の､ 純資産と固定負債の合計値である長期資金に対する割合で、固定比率を補完する役

割を担う比率である。 

固定資産の取得を行う場合、長期間活用できる安定した資金として自己資金のほか短期的に返済

を迫られない長期借入金でこれを賄うべきであるという原則に対してどの程度適合しているかを

示している｡ 

この比率は 100％以下で低いほど理想的とされる。100％を超えた場合､ 固定資産の調達源泉に短

期借入金等の流動負債を導入していると解することができ､ 財政の安定性に欠け､ 長期的にみて

不安があることを示している｡  

固定比率が 100％以上の法人にあっては､この固定長期適合率を併用するとともに固定資産の内

容に注意して分析することが望ましい｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

固定比率、固定負債構成比率、固定資産構成比率  

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 10.4  75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 87.5 90.0 92.5 95.0 97.5 100.0 102.5 105.0 107.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 185.2 74.9 77.4 79.9 82.4 84.9 87.4 89.9 92.4 94.9 97.4 99.9 102.4 104.9 107.4  
                 

度   数 548 36 16 17 29 33 37 62 73 75 81 52 21 6 3 7 
                 

全体 最大値 185.2 最小値 10.4 平均値 89.8 中央値 91.4 最頻値 96.7 標準偏差 10.74 変動係数 11.96 
上下 2.5%削除後 最大値 103.6 最小値 66.7 平均値 90.0 中央値 91.4 最頻値 96.7 標準偏差 7.52 変動係数 8.35 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 47.2  75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 87.5 90.0 92.5 95.0 97.5 100.0 102.5 105.0 107.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 127.9 74.9 77.4 79.9 82.4 84.9 87.4 89.9 92.4 94.9 97.4 99.9 102.4 104.9 107.4  
                 

度   数 109 15 6 4 4 6 10 12 8 16 12 7 1 4 0 4 
                 

全体 最大値 127.9 最小値 47.2 平均値 88.0 中央値 89.6 最頻値 95.7 標準偏差 12.76 変動係数 14.49 
上下 2.5%削除後 最大値 118.2 最小値 60.3 平均値 87.9 中央値 89.6 最頻値 95.7 標準偏差 10.85 変動係数 12.33 

固 定 資 産 

純資産＋固定負債 

 

 

36 

16 17 
29 33 37 

62 
73 75 81 

52 

21 
6 3 7 

0

50

100
法人 大 学 法 人

 

15 

6 
4 4 

6 

10 
12 

8 

16 

12 

7 

1 
4 

0 

4 

0

10

20
法人 短 期 大 学 法 人

－12－



資産構成はどうなっているか （1，2，3，4，19） 

1．固定資産構成比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

固定資産の総資産に占める構成割合で、流動資産構成比率とともに資産構成のバランスを全体的

に見るための指標である｡ 

固定資産は施設設備等の有形固定資産と各種引当特定資産を内容とする特定資産を中心に構成

されている。学校法人が行う教育研究事業には多額の設備投資が必要となるため､一般的にはこの

比率が高くなることが学校法人の財務的な特徴である｡ 

この比率が学校法人全体の平均に比して特に高い場合､資産の固定化が進み流動性が乏しくなっ

ていると評価することができる。 

しかし固定資産に占める特定資産の比率が高い学校法人においては必ずしもこの評価は適切で

はないため、資産の固定化を測る比率として、有形固定資産に焦点をあてた「有形固定資産構成比

率」を利用することも有効である｡ 

なお､固定資産構成比率は､流動資産構成比率と表裏をなす関係にある｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

有形固定資産構成比率、特定資産構成比率、固定比率、固定長期適合率  

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

              （単位：％） 
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 7.9  65.0 67.5 70.0 72.5 75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 87.5 90.0 92.5 95.0 97.5 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 98.3 64.9 67.4 69.9 72.4 74.9 77.4 79.9 82.4 84.9 87.4 89.9 92.4 94.9 97.4  
                 

度   数 548 22 11 10 19 21 23 37 45 50 78 68 77 48 33 6 
                 

全体 最大値 98.3 最小値 7.9 平均値 84.1 中央値 86.2 最頻値 90.8 標準偏差 9.76 変動係数 11.60 
上下 2.5%削除後 最大値 96.1 最小値 62.5 平均値 84.6 中央値 86.2 最頻値 90.8 標準偏差 7.71 変動係数 9.11 

               （単位：％） 
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 45.1  65.0 67.5 70.0 72.5 75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 87.5 90.0 92.5 95.0 97.5 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 98.1 64.9 67.4 69.9 72.4 74.9 77.4 79.9 82.4 84.9 87.4 89.9 92.4 94.9 97.4  
                 

度   数 109 10 3 2 5 2 9 3 13 8 15 14 12 5 7 1 
                 

全体 最大値 98.1 最小値 45.1 平均値 82.0 中央値 84.5 最頻値 82.0 標準偏差 10.40 変動係数 12.68 
上下 2.5%削除後 最大値 97.2 最小値 58.8 平均値 82.3 中央値 84.5 最頻値 82.0 標準偏差 9.40 変動係数 11.41 

固 定 資 産  
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2．有形固定資産構成比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

有形固定資産の総資産に占める構成割合で、土地・建物等の有形固定資産の構成比が資産構成上

バランスがとれているかを評価する指標である。 

学校法人では教育研究事業に多額の施設設備投資を必要とするため､ この比率が高くなること

が財務的な特徴であるが、学校規模に比して設備投資が過剰となる場合は財政を逼迫させる要因と

もなるため､注意が必要である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

固定資産構成比率、減価償却比率、基本金比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 97.7 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9  
                 

度   数 548 15 6 11 22 42 55 63 64 69 59 54 48 19 15 6 
                 

全体 最大値 97.7 最小値 0.0 平均値 63.9 中央値 64.5 最頻値 70.5 標準偏差 15.73 変動係数 24.59 
上下 2.5%削除後 最大値 93.5 最小値 29.0 平均値 64.2 中央値 64.5 最頻値 70.5 標準偏差 13.50 変動係数 21.00 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 9.7  30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 91.8 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9  
                 

度   数 109 4 5 2 4 5 11 11 11 9 8 15 12 8 4 0 
                 

全体 最大値 91.8 最小値 9.7 平均値 64.6 中央値 65.3 最頻値 54.2 標準偏差 17.41 変動係数 26.93 
上下 2.5%削除後 最大値 90.8 最小値 27.3 平均値 65.0 中央値 65.3 最頻値 54.2 標準偏差 16.06 変動係数 24.69 

有 形 固定 資 産  
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3．特定資産構成比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

特定資産の総資産に占める構成割合で、各種引当特定資産などの長期にわたって特定の目的のた

めに保有する金融資産の蓄積状況を評価する指標である。 

一般的には、この比率が高い場合は中長期的な財政支出に対する備えが充実しており、計画的な

学校法人経営に資するといえる。 

この比率が低い場合には主に二通りの評価が考えられる。一つは固定・流動を合わせた金融資産

が少ないため特定資産の形成が困難な場合であり、資金の目的化以前に財政基盤の脆弱さ、資金の

流動性の問題が懸念される。 

もう一つは金融資産は少なからず保有しているが特定資産を形成していない場合で、この場合は

直ちに財政基盤が脆弱であるとはいえない。 

しかし近年では中長期的な視点にたった経営計画の策定と、経営計画の下支えとなる特定資産の

重要性が高まっており、また保護者をはじめとした利害関係者への説明責任の観点からも計画的な

特定資産形成が望ましい。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

流動資産構成比率、積立率  

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.5 7.5 12.5 17.5 22.5 27.5 32.5 37.5 42.5 47.5 52.5 57.5 62.5 67.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 74.4 2.4 7.4 12.4 17.4 22.4 27.4 32.4 37.4 42.4 47.4 52.4 57.4 62.4 67.4  
                 

度   数 548 117 88 74 53 50 37 45 26 26 10 10 3 4 1 4 
                 

全体 最大値 74.4 最小値 0.0 平均値 16.2 中央値 12.2 最頻値 0.0 標準偏差 15.11 変動係数 92.80 
上下 2.5%削除後 最大値 51.3 最小値 0.0 平均値 15.5 中央値 12.2 最頻値 0.0 標準偏差 13.36 変動係数 85.96 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.5 7.5 12.5 17.5 22.5 27.5 32.5 37.5 42.5 47.5 52.5 57.5 62.5 67.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 77.5 2.4 7.4 12.4 17.4 22.4 27.4 32.4 37.4 42.4 47.4 52.4 57.4 62.4 67.4  
                 

度   数 109 36 20 12 10 4 4 9 3 3 2 1 2 1 1 1 
                 

全体 最大値 77.5 最小値 0.0 平均値 13.8 中央値 7.1 最頻値 0.0 標準偏差 16.66 変動係数 119.91 
上下 2.5%削除後 最大値 59.1 最小値 0.0 平均値 13.0 中央値 7.1 最頻値 0.0 標準偏差 14.83 変動係数 113.48 

特 定 資 産  

総 資 産  
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4．流動資産構成比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

流動資産の総資産に占める構成割合で､固定資産構成比率とともに資産構成のバランスを全体的

に見るための指標となる｡ 

流動資産は現金預金と短期有価証券のほか､未収入金などで構成されている｡ 

一般的にこの比率が高い場合、現金化が可能な資産の割合が大きく､資金流動性に富んでいると

評価できる｡ 逆に著しく低い場合は､資金流動性に欠け､資金繰りが苦しい状況にあると評価でき

る｡ 

この比率が低い場合であっても､低金利下での有利な運用条件を求めて長期預金や長期有価証券

を保有している場合や、将来的な財政基盤の安定化のために金融資産を目的化して特定資産化して

いる場合には、必ずしも流動性に乏しいとはいえないため、特定資産や固定資産の有価証券の保有

状況も確認して評価を行う必要がある。 

なお､流動資産構成比率は 固定資産構成比率と表裏をなす関係にある。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

特定資産構成比率、積立率  

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.7  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 92.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 548 5 30 47 77 70 79 50 44 39 23 21 18 11 12 22 
                 

全体 最大値 92.1 最小値 1.7 平均値 15.8 中央値 13.7 最頻値 9.2 標準偏差 9.76 変動係数 61.42 
上下 2.5%削除後 最大値 37.5 最小値 3.9 平均値 15.3 中央値 13.7 最頻値 9.2 標準偏差 7.71 変動係数 50.12 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.9  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 54.9 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 109 1 7 5 11 14 16 8 13 3 7 4 5 2 3 10 
                 

全体 最大値 54.9 最小値 1.9 平均値 17.9 中央値 15.4 最頻値 18.0 標準偏差 10.40 変動係数 58.05 
上下 2.5%削除後 最大値 41.2 最小値 2.8 平均値 17.6 中央値 15.4 最頻値 17.4 標準偏差 9.40 変動係数 53.31 
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19．減価償却比率 

 

【計 算 式】       

 

＊減価償却資産取得価額＝（建物・構築物・教育研究用機器備品・管理用機器備品・

車両・その他有形固定資産）＋当該資産に係る減価償却累計額 

 

【比率の解説】 

減価償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合である｡  

建物・設備等の有形固定資産を中心とする減価償却資産は､耐用年数に応じて減価償却されるが､

固定資産の取得価額と未償却残高との差額である償却累計額が､取得価額に対してどの程度を占め

ているかを測る比率である｡ 

資産の取得年次が古いほど､又は耐用年数を短期間に設定しているほどこの比率は高くなる｡ な

お､設立から間もない学校法人では固定資産の償却が開始したばかりであるため、特に低い値とな

る｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

減価償却額比率  

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  30.0 33.0 36.0 39.0 42.0 45.0 48.0 51.0 54.0 57.0 60.0 63.0 66.0 69.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 74.6 29.9 32.9 35.9 38.9 41.9 44.9 47.9 50.9 53.9 56.9 59.9 62.9 65.9 68.9  
                 

度   数 548 15 9 10 28 32 43 60 68 64 80 55 35 20 15 14 
                 

全体 最大値 74.6 最小値 0.0 平均値 50.7 中央値 51.2 最頻値 52.6 標準偏差 9.80 変動係数 19.30 
上下 2.5%削除後 最大値 69.0 最小値 29.1 平均値 50.9 中央値 51.2 最頻値 52.6 標準偏差 8.37 変動係数 16.43 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 9.5  30.0 33.0 36.0 39.0 42.0 45.0 48.0 51.0 54.0 57.0 60.0 63.0 66.0 69.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 76.2 29.9 32.9 35.9 38.9 41.9 44.9 47.9 50.9 53.9 56.9 59.9 62.9 65.9 68.9  
                 

度   数 109 3 2 3 3 5 10 13 15 5 15 11 9 5 4 6 
                 

全体 最大値 76.2 最小値 9.5 平均値 51.7 中央値 52.2 最頻値 46.7 標準偏差 11.10 変動係数 21.44 
上下 2.5%削除後 最大値 74.4 最小値 28.3 平均値 51.9 中央値 52.2 最頻値 46.7 標準偏差 9.66 変動係数 18.60 

減価償却累計額 (図書を除く ) 

減価償却資産取得価額(図書を除く) 
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負債に備える資産が蓄積されているか （7，8，13，16，17） 
7．内部留保資産比率 

 

【計 算 式】   

 

＊運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金 

 

【比率の解説】 

特定資産（各種引当資産）と有価証券（固定資産および流動資産）と現金預金を合計した「運用

資産」から総負債を引いた金額の総資産に占める割合である。 

この比率がプラスとなる場合は運用資産で総負債をすべて充当することができ､結果的に有形固

定資産が自己資金で調達されていることを意味している。また、プラス幅が大きいほど運用資産の

蓄積度が大きいと評価できる｡ 

一方､この比率がマイナスとなる場合､運用資産より総負債が上回っていることを意味しており､

財政上の余裕度が少ないことを表すこととなる｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

運用資産余裕比率、積立率、負債比率 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               （単位：％） 
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －508.4  －10.0 －5.0 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 79.7 －10.1 －5.1 －0.1 4.9 9.9 14.9 19.9 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9  
                 

度   数 548 45 21 41 38 40 51 46 51 46 35 46 35 16 14 23 
                 

全体 最大値 79.7 最小値 －508.4 平均値 17.9 中央値 19.1 最頻値 37.1 標準偏差 31.26 変動係数 173.97 
上下 2.5%削除後 最大値 61.6 最小値 －25.1 平均値 19.0 中央値 19.1 最頻値 37.1 標準偏差 18.47 変動係数 97.18 

               （単位：％） 
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －68.0  －10.0 －5.0 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 88.3 －10.1 －5.1 －0.1 4.9 9.9 14.9 19.9 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9  
                 

度   数 109 14 5 7 7 11 8 3 9 8 7 12 2 5 3 8 
                 

全体 最大値 88.3 最小値 －68.0 平均値 17.8 中央値 19.3 最頻値 24.5 標準偏差 26.77 変動係数 149.60 
上下 2.5%削除後 最大値 68.6 最小値 －33.1 平均値 18.2 中央値 19.3 最頻値 24.5 標準偏差 23.57 変動係数 129.51 

運 用 資 産 － 総 負 債 

総 資 産 
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8．運用資産余裕比率 

 

【計 算 式】  

 

＊運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金 

外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務 

 

【比率の解説】 

「運用資産（特定資産・有価証券・現金預金の換金可能なもの）」から「外部負債（借入金・学

校債・未払金等の外部に返済を迫られるもの）」を差し引いた金額が、事業活動収支計算書上の経

常支出の何倍にあたるかを示す比率であり、学校法人の一年間の経常的な支出規模に対してどの程

度の運用資産が蓄積されているかを表す指標である｡ 

この比率が 1.0 を超えている場合とは、すなわち一年間の学校法人の経常的な支出を賄えるだけ

の資金を保有していることを示し、一般的にはこの比率が高いほど運用資産の蓄積が良好であり、

経常的な収支が安定しているといえる｡  

なお、この比率の単位は（年）である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

特定資産構成比率、経常収支差額比率、内部留保資産比率、積立率  

  

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：年） 

階級幅 0.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －96.9  －1.0 －0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 16.7 －1.1 －0.6 －0.1 0.4 0.9 1.4 1.9 2.4 2.9 3.4 3.9 4.4 4.9 5.4  
                 

度   数 548 8 4 18 83 92 88 65 52 37 21 26 11 8 10 25 
                 

全体 最大値 16.7 最小値 －96.9 平均値 1.6 中央値 1.3 最頻値 0.6 標準偏差 4.72 変動係数 284.59 
上下 2.5%削除後 最大値 7.2 最小値 －0.4 平均値 1.6 中央値 1.3 最頻値 0.6 標準偏差 1.44 変動係数 85.78 

 

 

 

 

 
               （単位：年） 

階級幅 0.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －1.4  －1.0 －0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 18.7 －1.1 －0.6 －0.1 0.4 0.9 1.4 1.9 2.4 2.9 3.4 3.9 4.4 4.9 5.4  
                 

度   数 109 3 3 10 15 18 12 12 10 4 5 2 4 1 1 9 
                 

全体 最大値 18.7 最小値 －1.4 平均値 1.9 中央値 1.1 最頻値 0.9 標準偏差 3.04 変動係数 152.67 
上下 2.5%削除後 最大値 11.9 最小値 －1.3 平均値 1.7 中央値 1.1 最頻値 0.9 標準偏差 2.24 変動係数 126.54 

運用資産－外部負債 

経 常 支 出 
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13．流動比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

流動負債に対する流動資産の割合である｡  

一年以内に償還又は支払わなければならない流動負債に対して､ 現金預金又は一年以内に現金化

が可能な流動資産がどの程度用意されているかという､ 学校法人の資金流動性すなわち短期的な

支払い能力を判断する重要な指標の一つである｡  

一般に金融機関等では､ この比率が 200%以上であれば優良とみなしている。 100%を下回ってい

る場合には､ 流動負債を固定資産に投下していることが多く､ 資金繰りに窮していると見られる。 

ただし､ 学校法人にあっては､ 流動負債には外部負債とは性格を異にする前受金の比重が大き

いことや､ 流動資産には企業のように多額の「棚卸資産」がなく､ ほとんど当座に必要な現金預金

であること､ さらに､ 資金運用の点から､ 長期有価証券へ運用替えしている場合もあり､ また､ 

将来に備えて引当特定資産等に資金を留保している場合もあるため､ 必ずしもこの比率が低くな

ると資金繰りに窮しているとは限らないので留意されたい。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

流動資産構成比率、流動負債構成比率、特定資産構成比率  

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 50.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 11.7  50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0 400.0 450.0 500.0 550.0 600.0 650.0 700.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 5,375.1 49.9 99.9 149.9 199.9 249.9 299.9 349.9 399.9 449.9 499.9 549.9 599.9 649.9 699.9  
                 

度   数 548 11 24 78 76 69 64 50 36 30 24 17 8 5 8 48 
                 

全体 最大値 5,375.1 最小値 11.7 平均値 352.5 中央値 258.2 最頻値 302.1 標準偏差 377.29 変動係数 107.01 
上下 2.5%削除後 最大値 1,228.2 最小値 61.6 平均値 317.6 中央値 258.2 最頻値 302.1 標準偏差 211.70 変動係数 66.64 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 50.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 31.8  50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0 400.0 450.0 500.0 550.0 600.0 650.0 700.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 1,772.5 49.9 99.9 149.9 199.9 249.9 299.9 349.9 399.9 449.9 499.9 549.9 599.9 649.9 699.9  
                 

度   数 109 5 4 9 17 11 3 11 10 4 4 5 3 2 2 19 
                 

全体 最大値 1,772.5 最小値 31.8 平均値 416.6 中央値 319.3 最頻値  標準偏差 347.76 変動係数 83.48 
上下 2.5%削除後 最大値 1,541.3 最小値 43.2 平均値 398.3 中央値 319.3 最頻値  標準偏差 296.52 変動係数 74.43 

流 動 資 産 

流 動 負 債 
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16．前受金保有率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

前受金と現金預金との割合で、当該年度に収受している翌年度分の授業料や入学金等が、翌年度

繰越支払資金たる現金預金の形で当該年度末に適切に保有されているかを測る比率であり、100％

を超えることが一般的とされている。 

この比率が 100％を下回っている場合､主に 2 つの要因が考えられる。1 つには前受金として収受

した資金を現金預金以外の形で保有し、短期的な運用を行っている場合であり、この場合は有価証

券の状況を確認することで前もって収受している翌年度分の納付金が保有されていることを確認

することとなる。 

もう 1 つは、翌年度分の納付金として収受した前受金に前年度のうちから手を付けている場合で

あり、この状況は資金繰りに苦慮している状態を端的に表しているものと見ることができる。 

なお、入学前に前受金を収受していない学校ではこの値が高くなる場合があるため、入学前年度

における授業料等の納付条件等も確認する必要がある。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

流動負債構成比率  

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 100.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 36.9  100.0 200.0 300.0 400.0 500.0 600.0 700.0 800.0 900.0 1,000.0 1,100.0 1,200.0 1,300.0 1,400.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 52,332.0 99.9 199.9 299.9 399.9 499.9 599.9 699.9 799.9 899.9 999.9 1,099.9 1,199.9 1,299.9 1,399.9  
                 

度   数 548 23 71 111 91 66 53 33 14 17 21 5 8 3 8 24 
                 

全体 最大値 52,332.0 最小値 36.9 平均値 718.5 中央値 374.9 最頻値 481.3 標準偏差 3,061.96 変動係数 426.14 
上下 2.5%削除後 最大値 2,104.1 最小値 82.7 平均値 466.8 中央値 374.9 最頻値 464.3 標準偏差 321.47 変動係数 68.86 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 100.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 23.3  100.0 200.0 300.0 400.0 500.0 600.0 700.0 800.0 900.0 1,000.0 1,100.0 1,200.0 1,300.0 1,400.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 4,373.7 99.9 199.9 299.9 399.9 499.9 599.9 699.9 799.9 899.9 999.9 1,099.9 1,199.9 1,299.9 1,399.9  
                 

度   数 109 5 6 22 16 7 8 5 4 6 7 6 2 2 1 12 
                 

全体 最大値 4,373.7 最小値 23.3 平均値 702.0 中央値 482.7 最頻値 359.7 標準偏差 686.31 変動係数 97.76 
上下 2.5%削除後 最大値 2,697.3 最小値 68.0 平均値 651.3 中央値 482.7 最頻値 359.7 標準偏差 513.92 変動係数 78.90 

現 金 預 金 

前 受 金 
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17．退職給与引当特定資産保有率 

 

【計 算 式】   

 

【比率の解説】 

退職給与引当金と特定資産中の退職給与引当特定資産の充足関係を示す比率で、将来的な支払債

務である退職給与引当金に見合う資産を特定資産としてどの程度保有しているかを判断するもの

であり、一般的には高い方が望ましい。 

ただし､学校法人によって退職給与引当率に差異がある場合や､特定資産を形成せず現金預金・有

価証券等の形で保有している場合もあり、この比率が低い場合は退職給与引当金の財源をどのよう

に確保しているか、学校法人の状況を念頭に置いて評価する必要がある｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

特定資産構成比率、積立率  

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 5.1 10.1 15.1 20.1 25.1 30.1 35.1 40.1 45.1 50.1 55.1 60.1 65.1 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 594.2 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0  
                 

度   数 548 118 9 8 10 14 10 12 13 12 16 13 21 12 10 270 
                 

全体 最大値 594.2 最小値 0.0 平均値 59.4 中央値 61.7 最頻値 0.0 標準偏差 50.98 変動係数 85.76 
上下 2.5%削除後 最大値 120.6 最小値 0.0 平均値 57.3 中央値 61.7 最頻値 100.0 標準偏差 40.73 変動係数 70.96 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 5.1 10.1 15.1 20.1 25.1 30.1 35.1 40.1 45.1 50.1 55.1 60.1 65.1 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 2,245.8 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0  
                 

度   数 109 39 2 3 0 3 2 1 0 3 2 3 0 0 1 50 
                 

全体 最大値 2,245.8 最小値 0.0 平均値 70.4 中央値 42.3 最頻値 0.0 標準偏差 215.51 変動係数 305.77 
上下 2.5%削除後 最大値 129.1 最小値 0.0 平均値 50.4 中央値 42.3 最頻値 0.0 標準偏差 46.83 変動係数 92.75 

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 

退 職 給 与 引 当 金 
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負債の割合はどうか （5，6，14，15） 

5．固定負債構成比率 

 

【計 算 式】   

 

【比率の解説】 

固定負債の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で､主に長期的な債務の状況を評

価するものであり、流動負債構成比率とともに負債構成のバランスと比重を評価する指標である｡ 

固定負債は主に長期借入金､学校債､退職給与引当金等で構成されており､これらは長期間にわた

り償還あるいは支払い義務を負う債務である｡ 

学校の施設設備の拡充や更新の際に、長期借入金を導入した方が財政計画上有利となる場合等も

あり、長期借入金が多いことが直ちにネガティブな評価とはならないが、学校法人の施設整備計画

や手元資金の状況に比してこの比率が過度に高い場合には、経営上の懸念材料となる点に留意が必

要である｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

流動負債構成比率、負債比率、固定資産構成比率  

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               （単位：％） 
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.0  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 460.6 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 548 88 138 92 73 49 33 27 13 8 12 7 2 0 1 5 
                 

全体 最大値 460.6 最小値 0.0 平均値 8.9 中央値 6.2 最頻値 1.7 標準偏差 20.81 変動係数 232.87 
上下 2.5%削除後 最大値 25.7 最小値 0.4 平均値 7.6 中央値 6.2 最頻値 1.7 標準偏差 5.55 変動係数 72.89 

               （単位：％） 
階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.0  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 57.2 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 109 33 22 12 8 8 5 3 6 4 2 3 0 1 0 2 
                 

全体 最大値 57.2 最小値 0.0 平均値 8.4 中央値 4.9 最頻値 2.1 標準偏差 9.50 変動係数 111.87 
上下 2.5%削除後 最大値 30.7 最小値 0.1 平均値 7.8 中央値 4.9 最頻値 2.1 標準偏差 7.40 変動係数 94.60 

固 定 負 債 

総 負 債 ＋ 純 資 産 
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6．流動負債構成比率 

 

【計 算 式】   

 

【比率の解説】 

流動負債の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で、主に短期的な債務の比重を評

価するものであり、固定負債構成比率とともに負債構成のバランスと比重を評価する指標である｡ 

学校法人の財政の安定性を確保するためには､この比率が低い方が好ましいと評価できる｡ 

しかし流動負債のうち、前受金は主として翌年度入学生の納付金がその内容であり､短期借入金

とは性格を異にするものであるため、流動負債を分析する上では前受金の状況にも留意する必要が

ある｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

固定負債構成比率、負債比率、前受金保有率  

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.1  1.0 3.0 5.0 7.0 9.0 11.0 13.0 15.0 17.0 19.0 21.0 23.0 25.0 27.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 49.1 0.9 2.9 4.9 6.9 8.9 10.9 12.9 14.9 16.9 18.9 20.9 22.9 24.9 26.9  
                 

度   数 548 5 91 166 137 56 27 20 21 1 9 7 1 2 2 3 
                 

全体 最大値 49.1 最小値 0.1 平均値 6.2 中央値 5.1 最頻値 4.3 標準偏差 4.80 変動係数 76.26 
上下 2.5%削除後 最大値 19.9 最小値 1.3 平均値 5.9 中央値 5.1 最頻値 4.3 標準偏差 3.46 変動係数 58.27 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.7  1.0 3.0 5.0 7.0 9.0 11.0 13.0 15.0 17.0 19.0 21.0 23.0 25.0 27.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 39.1 0.9 2.9 4.9 6.9 8.9 10.9 12.9 14.9 16.9 18.9 20.9 22.9 24.9 26.9  
                 

度   数 109 1 20 32 23 15 8 4 1 1 0 0 0 0 2 2 
                 

全体 最大値 39.1 最小値 0.7 平均値 6.3 中央値 5.0 最頻値 5.2 標準偏差 5.70 変動係数 89.33 
上下 2.5%削除後 最大値 26.9 最小値 1.3 平均値 5.9 中央値 5.0 最頻値 5.2 標準偏差 4.13 変動係数 69.39 

流 動 負 債 

総 負 債 ＋ 純 資 産 

 

 

5 

91 

166 
137 

56 
27 20 21 

1 9 7 1 2 2 3 

0

100

200
法人 大 学 法 人

 

1 

20 

32 

23 

15 

8 
4 

1 1 0 0 0 0 2 2 

0

20

40
法人 短 期 大 学 法 人

－24－



14．総負債比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合で、総資産に対する他人資金の比

重を評価する極めて重要な比率である｡ 

この比率は一般的に低いほど望ましく､50％を超えると負債総額が純資産を上回ることを示し、

さらに 100％を超えると負債総額が資産総額を上回る状態､いわゆる債務超過であることを示す｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

純資産構成比率、運用資産余裕比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.3  1.0 3.5 6.0 8.5 11.0 13.5 16.0 18.5 21.0 23.5 26.0 28.5 31.0 33.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 509.7 0.9 3.4 5.9 8.4 10.9 13.4 15.9 18.4 20.9 23.4 25.9 28.4 30.9 33.4  
                 

度   数 548 1 22 67 78 79 58 64 47 22 23 21 18 20 5 23 
                 

全体 最大値 509.7 最小値 0.3 平均値 15.2 中央値 12.0 最頻値 11.4 標準偏差 23.40 変動係数 153.67 
上下 2.5%削除後 最大値 37.8 最小値 2.7 平均値 13.7 中央値 12.0 最頻値 11.4 標準偏差 7.81 変動係数 56.74 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.8  1.0 3.5 6.0 8.5 11.0 13.5 16.0 18.5 21.0 23.5 26.0 28.5 31.0 33.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 77.7 0.9 3.4 5.9 8.4 10.9 13.4 15.9 18.4 20.9 23.4 25.9 28.4 30.9 33.4  
                 

度   数 109 0 8 17 15 18 8 9 4 6 2 5 3 4 2 8 
                 

全体 最大値 77.7 最小値 1.8 平均値 14.8 中央値 10.4 最頻値 9.4 標準偏差 13.10 変動係数 88.06 
上下 2.5%削除後 最大値 58.8 最小値 1.9 平均値 14.0 中央値 10.4 最頻値 9.4 標準偏差 10.35 変動係数 73.91 

総 負 債 
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15．負債比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

他人資金と自己資金との割合で、他人資金である総負債が自己資金である純資産を上回っていな

いかを測る比率であり、100％以下で低い方が望ましい｡ 

この比率は総負債比率､純資産構成比率と相互に関連しているが､これらの比率よりも顕著に差

を把握することができる｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

総負債比率、純資産構成比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 3.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －124.4  2.5 6.0 9.5 13.0 16.5 20.0 23.5 27.0 30.5 34.0 37.5 41.0 44.5 48.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 22,208.9 2.4 5.9 9.4 12.9 16.4 19.9 23.4 26.9 30.4 33.9 37.4 40.9 44.4 47.9  
                 

度   数 548 8 66 101 90 58 72 25 21 21 13 18 14 14 5 22 
                 

全体 最大値 22,208.9 最小値 －124.4 平均値 58.6 中央値 13.5 最頻値 12.8 標準偏差 948.15 変動係数 1,617.73 
上下 2.5%削除後 最大値 60.4 最小値 2.8 平均値 16.8 中央値 13.5 最頻値 12.8 標準偏差 11.62 変動係数 68.76 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 3.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.9  2.5 6.0 9.5 13.0 16.5 20.0 23.5 27.0 30.5 34.0 37.5 41.0 44.5 48.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 349.2 2.4 5.9 9.4 12.9 16.4 19.9 23.4 26.9 30.4 33.9 37.4 40.9 44.4 47.9  
                 

度   数 109 5 17 18 21 7 8 3 6 2 3 5 0 4 1 9 
                 

全体 最大値 349.2 最小値 1.9 平均値 23.1 中央値 11.7 最頻値 10.4 標準偏差 42.06 変動係数 181.59 
上下 2.5%削除後 最大値 142.5 最小値 1.9 平均値 18.4 中央値 11.7 最頻値 10.4 標準偏差 19.11 変動係数 103.43 
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運用資産の保有状況はどうか （20） 

20．積立率 

 

【計 算 式】  

 

＊運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金 

要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第 2号基本金＋第 3号基本金 

 

【比率の解説】 

学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要となる運用資産の保有状況を表す。 

この比率では、長期的に必要となる資金需要の典型的なものとして、施設設備の取替更新と退職

金支払に焦点をあてている。その一方で運用資産の内容は、学校法人ごとに特定資産の使途の指定

状況が一様ではないことから、換金可能な金融資産、すなわち現金預金・有価証券（固定資産およ

び流動資産）・特定資産の合計額と幅広く捉えている。 

そのため算定式の分子・分母に使途の異なる要素が混在することとなるが、ここでは学校法人全

体の財政状況の全体的な把握を主眼に置いており、個別目的に対応した資産の保有状況を測るもの

ではない。 

一般的には比率は高い方が望ましいが、例えば学校法人の将来計画において部門の規模縮小や廃

止等が予定されている場合には、その分の施設設備の取替更新等が不要となるため、算定式から不

要分にかかる要素を除外して試算してみる等、この算定式から得られる結果のみに捉われず各学校

法人の状況に応じた試算を併用することも比率の活用の上では重要である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

運用資産余裕比率、内部留保資産比率  

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               （単位：％） 
階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 2.0  10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 3,496.0 9.9 19.9 29.9 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9  
                 

度   数 548 14 32 42 47 38 50 46 49 42 46 47 33 17 7 38 
                 

全体 最大値 3,496.0 最小値 2.0 平均値 83.5 中央値 71.2 最頻値 62.2 標準偏差 160.28 変動係数 191.80 
上下 2.5%削除後 最大値 193.2 最小値 9.7 平均値 72.7 中央値 71.2 最頻値 62.2 標準偏差 37.26 変動係数 51.23 

               （単位：％） 
階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 5.2  10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 263.1 9.9 19.9 29.9 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9  
                 

度   数 109 3 7 12 10 14 7 2 10 8 7 5 8 1 1 14 
                 

全体 最大値 263.1 最小値 5.2 平均値 76.2 中央値 66.6 最頻値 44.6 標準偏差 54.58 変動係数 71.63 
上下 2.5%削除後 最大値 248.8 最小値 8.9 平均値 74.0 中央値 66.6 最頻値 44.6 標準偏差 48.51 変動係数 65.49 
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◇事業活動収支計算書関係比率 

経営状況はどうか （6） 

6．事業活動収支差額比率 

 

【計 算 式】       

 

【比率の解説】 

事業活動収入に対する基本金組入前の当期収支差額が占める割合であり、この比率がプラスで大

きいほど自己資金が充実し､ 財政面での将来的な余裕につながるものである。 

このプラスの範囲内で基本金組入額が収まっていれば当年度の収支差額は収入超過となり､逆に

プラス分を超えた場合は支出超過となる。 

この比率がマイナスになる場合は､当年度の事業活動収入で事業活動支出を賄うことができない

ことを示し､基本金組入前の段階で既に事業活動支出超過の状況にある。 

マイナスとなった要因が臨時的なものによる場合は別として､一般的にマイナス幅が大きくなる

ほど経営が圧迫され､将来的には資金繰りに支障をきたす可能性が否めない。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

基本金組入後収支比率、減価償却額比率  

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               （単位：％） 
階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －71.2  －15.0 －12.0 －9.0 －6.0 －3.0 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 
大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 67.2 －15.1 －12.1 －9.1 －6.1 －3.1 －0.1 2.9 5.9 8.9 11.9 14.9 17.9 20.9 23.9  
                 

度   数 548 50 17 19 34 35 62 56 79 83 44 17 24 5 3 20 
                 

全体 最大値 67.2 最小値 －71.2 平均値 1.1 中央値 3.0 最頻値 7.5 標準偏差 14.75 変動係数 1,431.07 
上下 2.5%削除後 最大値 30.2 最小値 －34.8 平均値 1.3 中央値 3.0 最頻値 7.5 標準偏差 10.39 変動係数 805.75 

               （単位：％） 
階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －313.2  －15.0 －12.0 －9.0 －6.0 －3.0 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 
短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 79.6 －15.1 －12.1 －9.1 －6.1 －3.1 －0.1 2.9 5.9 8.9 11.9 14.9 17.9 20.9 23.9  
                 

度   数 109 12 4 3 5 9 5 16 17 17 6 2 4 3 3 3 
                 

全体 最大値 79.6 最小値 －313.2 平均値 －1.7 中央値 3.0 最頻値 4.0 標準偏差 37.33 変動係数 －2,288.03 
上下 2.5%削除後 最大値 37.9 最小値 －47.5 平均値 1.5 中央値 3.0 最頻値 4.0 標準偏差 11.97 変動係数 832.46 

基本金組入前当年度収支差額 

事 業 活 動 収 入 
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               （単位：％） 
階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －3,474.9  －15.0 －12.0 －9.0 －6.0 －3.0 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 
大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 62.1 －15.1 －12.1 －9.1 －6.1 －3.1 －0.1 2.9 5.9 8.9 11.9 14.9 17.9 20.9 23.9  
                 

度   数 590 103 14 27 24 25 40 41 52 64 65 45 35 20 11 24 
                 

全体 最大値 62.1 最小値 －3,474.9 平均値 －7.7 中央値 4.2 最頻値 12.1 標準偏差 145.01 変動係数 －1,899.76 
上下 2.5%削除後 最大値 27.3 最小値 －66.7 平均値 －0.5 中央値 4.2 最頻値 12.1 標準偏差 17.38 変動係数 －4,242.88 

               （単位：％） 
階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 －1,443.1  －15.0 －12.0 －9.0 －6.0 －3.0 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 
短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 79.9 －15.1 －12.1 －9.1 －6.1 －3.1 －0.1 2.9 5.9 8.9 11.9 14.9 17.9 20.9 23.9  
                 

度   数 321 81 22 10 22 18 21 16 23 29 16 18 9 5 9 22 
                 

全体 最大値 79.9 最小値 －1,443.1 平均値 －14.1 中央値 －2.0 最頻値 3.3 標準偏差 90.77 変動係数 －644.07 
上下 2.5%削除後 最大値 32.0 最小値 －116.7 平均値 －6.7 中央値 －2.0 最頻値 3.3 標準偏差 23.83 変動係数 －357.08 
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収入構成はどうなっているか （8，9，10，11，12） 

8．学生生徒等納付金比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

学生生徒等納付金の経常収入に占める割合である｡  

学生生徒等納付金は､ 学生生徒等の増減並びに納付金の水準の高低の影響を受けるが､ 学校法人

の事業活動収入のなかで最大の割合を占めており､ 補助金や寄付金と比べて外部要因に影響され

ることの少ない重要な自己財源であることから、この比率が安定的に推移することが望ましい。 

この比率の評価に際しては､同時に学生生徒等納付金の内訳や学生生徒等1人当たりの納付金額、

奨学費の支出状況も確認することが重要である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、経常収支差額比率、教育活動収支差額比率、経常補助金比率  

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 3.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.9  50.0 53.5 57.0 60.5 64.0 67.5 71.0 74.5 78.0 81.5 85.0 88.5 92.0 95.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 97.8 49.9 53.4 56.9 60.4 63.9 67.4 70.9 74.4 77.9 81.4 84.9 88.4 91.9 95.4  
                 

度   数 548 60 5 9 16 27 53 50 56 86 67 65 25 19 9 1 
                 

全体 最大値 97.8 最小値 0.9 平均値 69.4 中央値 74.3 最頻値 81.5 標準偏差 18.17 変動係数 26.17 
上下 2.5%削除後 最大値 91.1 最小値 9.1 平均値 70.4 中央値 74.3 最頻値 81.5 標準偏差 15.10 変動係数 21.43 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 3.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 3.1  50.0 53.5 57.0 60.5 64.0 67.5 71.0 74.5 78.0 81.5 85.0 88.5 92.0 95.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 94.6 49.9 53.4 56.9 60.4 63.9 67.4 70.9 74.4 77.9 81.4 84.9 88.4 91.9 95.4  
                 

度   数 109 20 13 11 13 16 3 8 3 2 6 8 3 2 1 0 
                 

全体 最大値 94.6 最小値 3.1 平均値 61.3 中央値 59.1 最頻値 51.1 標準偏差 14.55 変動係数 23.72 
上下 2.5%削除後 最大値 88.5 最小値 34.9 平均値 61.6 中央値 59.1 最頻値 51.1 標準偏差 12.46 変動係数 20.22 

 

学生生徒等納付金 
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               （単位：％） 

階級幅 3.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.9  50.0 53.5 57.0 60.5 64.0 67.5 71.0 74.5 78.0 81.5 85.0 88.5 92.0 95.5 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 97.8 49.9 53.4 56.9 60.4 63.9 67.4 70.9 74.4 77.9 81.4 84.9 88.4 91.9 95.4  
                 

度   数 590 24 5 7 6 8 10 22 26 47 88 153 119 51 19 5 
                 

全体 最大値 97.8 最小値 0.9 平均値 79.3 中央値 82.8 最頻値 83.2 標準偏差 12.90 変動係数 16.25 
上下 2.5%削除後 最大値 93.6 最小値 40.1 平均値 80.3 中央値 82.8 最頻値 83.2 標準偏差 9.12 変動係数 11.34 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 3.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  50.0 53.5 57.0 60.5 64.0 67.5 71.0 74.5 78.0 81.5 85.0 88.5 92.0 95.5 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 98.4 49.9 53.4 56.9 60.4 63.9 67.4 70.9 74.4 77.9 81.4 84.9 88.4 91.9 95.4  
                 

度   数 321 13 5 5 9 13 18 29 35 47 53 54 21 12 2 5 
                 

全体 最大値 98.4 最小値 0.0 平均値 74.2 中央値 77.2 最頻値 75.0 標準偏差 13.74 変動係数 18.51 
上下 2.5%削除後 最大値 91.7 最小値 44.0 平均値 75.2 中央値 77.2 最頻値 75.0 標準偏差 9.22 変動係数 12.25 
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9．寄付金比率 

 

【計 算 式】  

 

＊寄付金＝教育活動収支の寄付金＋特別収支の施設設備寄付金及び現物寄付 

 

【比率の解説】 

寄付金の事業活動収入に占める割合である｡ 

寄付金は私立学校にとって重要な収入源であり､ 一定水準の寄付金収入を継続して確保するこ

とが経営の安定のためには好ましいことである｡ 

しかし､寄付金は予定された収入ではないため年度による増減幅が大きくなる。周年事業の寄付

金募集を行っている場合、事業の終了後に寄付金収入が大きく落ち込む例が典型的である。 

今後の学校経営においては、学内の寄付金募集体制を充実させ、一定水準の寄付金の安定的な確

保に努めることの重要性が高まっている｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、経常収支差額比率  

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 72.2 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 548 13 101 72 83 56 57 32 23 15 10 20 6 4 7 49 
                 

全体 最大値 72.2 最小値 0.0 平均値 2.6 中央値 0.9 最頻値 0.4 標準偏差 7.11 変動係数 271.57 
上下 2.5%削除後 最大値 26.3 最小値 0.1 平均値 1.6 中央値 0.9 最頻値 0.4 標準偏差 2.86 変動係数 169.60 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 79.8 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 109 11 21 13 18 6 6 6 2 1 3 3 1 0 1 17 
                 

全体 最大値 79.8 最小値 0.0 平均値 3.5 中央値 0.7 最頻値 0.0 標準偏差 11.12 変動係数 313.54 
上下 2.5%削除後 最大値 32.4 最小値 0.0 平均値 2.2 中央値 0.7 最頻値 0.7 標準偏差 4.85 変動係数 218.17 

 

寄 付 金 
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               （単位：％） 
階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 
大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 75.7 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 590 36 144 99 72 52 35 34 18 10 13 10 7 0 4 56 
                 

全体 最大値 75.7 最小値 0.0 平均値 2.2 中央値 0.6 最頻値 0.3 標準偏差 6.74 変動係数 302.22 
上下 2.5%削除後 最大値 15.9 最小値 0.0 平均値 1.3 中央値 0.6 最頻値 0.3 標準偏差 2.02 変動係数 149.69 

               （単位：％） 
階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 
短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 85.4 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 321 63 79 55 25 23 18 11 10 8 1 8 5 0 0 15 
                 

全体 最大値 85.4 最小値 0.0 平均値 1.3 中央値 0.4 最頻値 0.0 標準偏差 5.32 変動係数 406.13 
上下 2.5%削除後 最大値 5.7 最小値 0.0 平均値 0.7 中央値 0.4 最頻値 0.0 標準偏差 0.98 変動係数 122.85 
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10．経常寄付金比率 

 

【計 算 式】       

 

【比率の解説】 

  経常的な寄付金の経常収入に占める割合である。  

一般的に寄付金収入は年度による増減の幅が大きく、常に一定水準の寄付金を確保することは容

易ではない。納付金や経常費への補助金といった経常的な収入を補完するため、臨時的要素によら

ない寄付募集を継続的に行うことが重要である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、経常収支差額比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 56.9 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 548 46 142 96 81 46 31 19 17 14 10 9 3 3 1 30 
                 

全体 最大値 56.9 最小値 0.0 平均値 1.9 中央値 0.6 最頻値 0.1 標準偏差 6.04 変動係数 316.40 
上下 2.5%削除後 最大値 20.8 最小値 0.0 平均値 1.0 中央値 0.6 最頻値 0.1 標準偏差 1.82 変動係数 169.02 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 73.7 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 109 13 33 23 11 2 3 4 1 1 1 2 0 1 1 13 
                 

全体 最大値 73.7 最小値 0.0 平均値 2.2 中央値 0.4 最頻値 0.2 標準偏差 7.90 変動係数 355.95 
上下 2.5%削除後 最大値 22.5 最小値 0.0 平均値 1.3 中央値 0.4 最頻値 0.2 標準偏差 2.67 変動係数 203.68 
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               （単位：％） 

階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 75.7 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 590 92 174 106 56 37 28 18 13 6 6 4 2 1 4 43 
                 

全体 最大値 75.7 最小値 0.0 平均値 1.7 中央値 0.4 最頻値 0.0 標準偏差 6.22 変動係数 348.40 
上下 2.5%削除後 最大値 13.5 最小値 0.0 平均値 0.9 中央値 0.4 最頻値 0.0 標準偏差 1.76 変動係数 181.05 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.3 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.4 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.5 2.8 3.1 3.4 3.7 4.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 85.8 0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 2.7 3.0 3.3 3.6 3.9  
                 

度   数 321 98 93 37 24 14 11 13 6 5 2 4 2 0 1 11 
                 

全体 最大値 85.8 最小値 0.0 平均値 1.0 中央値 0.2 最頻値 0.0 標準偏差 5.29 変動係数 495.62 
上下 2.5%削除後 最大値 4.7 最小値 0.0 平均値 0.5 中央値 0.2 最頻値 0.0 標準偏差 0.80 変動係数 143.77 
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11．補助金比率 

 

【計 算 式】  

 

＊補助金＝経常費等補助金＋施設設備補助金 

 

【比率の解説】 

  国又は地方公共団体の補助金の事業活動収入に占める割合である｡ 

学校法人において、補助金は一般的に学生生徒等納付金に次ぐ第二の収入源泉であり、今や必要不

可欠なものである。私立学校が公教育の一翼を担う観点からも今後の補助金額の増加が大いに期待

されている。 

しかしこの比率が高い場合､学校法人独自の自主財源が相対的に小さく、国や地方公共団体の補

助金政策の動向に影響を受けやすいこととなるため、場合によっては学校経営の柔軟性が損なわれ

る可能性も否定できない｡ 

補助金には臨時的要素のものもあることから、12.に掲げる経常補助金比率を併用し、年度による

補助金額の増減が学校法人財政に及ぼす影響を認識しておくことも重要である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、経常収支差額比率、学生生徒等納付金比率  

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 57.0 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 548 15 43 51 70 76 51 55 35 28 41 29 16 18 8 12 
                 

全体 最大値 57.0 最小値 0.0 平均値 15.1 中央値 13.6 最頻値 11.3 標準偏差 8.81 変動係数 58.20 
上下 2.5%削除後 最大値 34.3 最小値 2.4 平均値 14.8 中央値 13.6 最頻値 11.3 標準偏差 7.79 変動係数 52.33 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.9  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 57.2 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 109 1 3 5 4 5 6 6 3 5 2 8 9 10 7 35 
                 

全体 最大値 57.2 最小値 1.9 平均値 27.2 中央値 28.9 最頻値 41.6 標準偏差 12.81 変動係数 46.93 
上下 2.5%削除後 最大値 51.1 最小値 3.6 平均値 27.2 中央値 28.9 最頻値 41.6 標準偏差 11.98 変動係数 44.00 
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               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 80.2 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 590 31 47 107 147 93 48 37 23 19 9 8 5 6 2 8 
                 

全体 最大値 80.2 最小値 0.0 平均値 10.9 中央値 9.2 最頻値 0.0 標準偏差 7.80 変動係数 71.07 
上下 2.5%削除後 最大値 30.5 最小値 0.0 平均値 10.4 中央値 9.2 最頻値 7.6 標準偏差 5.54 変動係数 53.00 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 30.0 32.5 35.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 56.0 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4 29.9 32.4 34.9  
                 

度   数 321 17 4 17 33 50 59 44 24 16 14 9 6 9 8 11 
                 

全体 最大値 56.0 最小値 0.0 平均値 15.7 中央値 14.2 最頻値 0.0 標準偏差 8.95 変動係数 56.99 
上下 2.5%削除後 最大値 37.0 最小値 0.0 平均値 15.3 中央値 14.2 最頻値 14.7 標準偏差 7.41 変動係数 48.21 
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12．経常補助金比率 

 

【計 算 式】       

 

【比率の解説】 

  経常的な補助金の経常収入に占める割合である。 

国、地方公共団体等からの補助金は、教育活動収支を支える重要な収入であることから、この比

率を用いて補助金を安定的に確保できているかを把握しておくことが重要である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、経常収支差額比率、学生生徒等納付金比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.0 4.5 7.0 9.5 12.0 14.5 17.0 19.5 22.0 24.5 27.0 29.5 32.0 34.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 57.1 1.9 4.4 6.9 9.4 11.9 14.4 16.9 19.4 21.9 24.4 26.9 29.4 31.9 34.4  
                 

度   数 548 12 35 56 68 76 56 50 40 35 41 31 17 11 7 13 
                 

全体 最大値 57.1 最小値 0.0 平均値 14.7 中央値 13.2 最頻値 9.2 標準偏差 8.61 変動係数 58.21 
上下 2.5%削除後 最大値 33.3 最小値 2.4 平均値 14.5 中央値 13.2 最頻値 9.2 標準偏差 7.52 変動係数 51.83 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.9  2.0 4.5 7.0 9.5 12.0 14.5 17.0 19.5 22.0 24.5 27.0 29.5 32.0 34.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 57.3 1.9 4.4 6.9 9.4 11.9 14.4 16.9 19.4 21.9 24.4 26.9 29.4 31.9 34.4  
                 

度   数 109 1 3 4 3 6 6 6 4 5 4 6 12 8 8 33 
                 

全体 最大値 57.3 最小値 1.9 平均値 26.6 中央値 28.0 最頻値 26.4 標準偏差 12.24 変動係数 45.97 
上下 2.5%削除後 最大値 44.1 最小値 3.4 平均値 26.5 中央値 28.0 最頻値 26.4 標準偏差 11.45 変動係数 43.03 
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               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.0 4.5 7.0 9.5 12.0 14.5 17.0 19.5 22.0 24.5 27.0 29.5 32.0 34.5 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 78.6 1.9 4.4 6.9 9.4 11.9 14.4 16.9 19.4 21.9 24.4 26.9 29.4 31.9 34.4  
                 

度   数 590 29 35 104 156 98 53 33 30 17 7 7 5 4 3 9 
                 

全体 最大値 78.6 最小値 0.0 平均値 10.6 中央値 8.9 最頻値 0.0 標準偏差 7.64 変動係数 71.91 
上下 2.5%削除後 最大値 29.5 最小値 0.0 平均値 10.0 中央値 8.9 最頻値 7.7 標準偏差 5.35 変動係数 53.03 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  2.0 4.5 7.0 9.5 12.0 14.5 17.0 19.5 22.0 24.5 27.0 29.5 32.0 34.5 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 50.7 1.9 4.4 6.9 9.4 11.9 14.4 16.9 19.4 21.9 24.4 26.9 29.4 31.9 34.4  
                 

度   数 321 16 4 10 35 55 64 39 25 23 14 7 9 6 8 6 
                 

全体 最大値 50.7 最小値 0.0 平均値 14.8 中央値 13.7 最頻値 0.0 標準偏差 7.94 変動係数 53.32 
上下 2.5%削除後 最大値 32.6 最小値 0.0 平均値 14.6 中央値 13.7 最頻値 14.2 標準偏差 6.68 変動係数 45.59 
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支出構成は適切であるか （1，3，4，5，13，14） 

1．人件費比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

人件費の経常収入に占める割合を示す｡ 

人件費は学校における最大の支出要素であることから､この比率が適正水準を超えると経常収支

の悪化に繋がる要因ともなる｡ 

教職員 1 人当たり人件費や学生生徒等に対する教職員数等の教育研究条件等にも配慮しながら、

各学校の実態に適った水準を維持する必要がある｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

 人件費依存率、教育研究経費比率、学生生徒等納付金比率  

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 20.8  25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 91.5 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9  
                 

度   数 548 3 4 3 19 34 73 108 117 88 48 33 11 4 2 1 
                 

全体 最大値 91.5 最小値 20.8 平均値 56.3 中央値 56.2 最頻値 57.9 標準偏差 10.23 変動係数 18.16 
上下 2.5%削除後 最大値 76.0 最小値 36.0 平均値 56.3 中央値 56.2 最頻値 57.9 標準偏差 8.64 変動係数 15.32 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 16.7  25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 83.4 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9  
                 

度   数 109 1 0 1 1 5 9 9 19 25 22 12 4 1 0 0 
                 

全体 最大値 83.4 最小値 16.7 平均値 60.6 中央値 62.1 最頻値 63.5 標準偏差 10.42 変動係数 17.16 
上下 2.5%削除後 最大値 79.9 最小値 38.4 平均値 60.9 中央値 62.1 最頻値 63.5 標準偏差 8.86 変動係数 14.53 
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               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 17.8  25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 1,429.8 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9  
                 

度   数 590 3 2 7 30 52 99 121 90 62 45 26 12 8 3 30 
                 

全体 最大値 1,429.8 最小値 17.8 平均値 59.5 中央値 54.3 最頻値 59.6 標準偏差 58.83 変動係数 98.75 
上下 2.5%削除後 最大値 106.4 最小値 35.3 平均値 56.3 中央値 54.3 最頻値 59.6 標準偏差 12.42 変動係数 22.02 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 7.2  25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 996.3 24.9 29.9 34.9 39.9 44.9 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9  
                 

度   数 321 2 0 5 7 13 29 41 53 56 42 22 11 7 7 26 
                 

全体 最大値 996.3 最小値 7.2 平均値 67.2 中央値 60.6 最頻値 58.6 標準偏差 58.43 変動係数 86.83 
上下 2.5%削除後 最大値 123.7 最小値 35.5 平均値 62.8 中央値 60.6 最頻値 58.6 標準偏差 14.49 変動係数 23.07 
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3．教育研究経費比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

教育研究経費の経常収入に占める割合である｡ 

教育研究経費には修繕費､光熱水費､消耗品費､委託費､旅費交通費､印刷製本費等の各種支出に加え、

教育研究用固定資産にかかる減価償却額が含まれている｡また附属病院については医療経費がある。 

これらの経費は教育研究活動の維持・充実のため不可欠なものであり､この比率も収支均衡を失

しない範囲内で高くなることが望ましい｡ 

なお､高等学校法人等の知事所轄学校法人においては､教育研究経費と管理経費を区分していな

い場合もあり､この場合は両者を合算した ｢経費比率｣として分析を行うこととなる｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

 管理経費比率、減価償却額比率、経常収支差額比率、教育活動収支差額比率  

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 8.5  20.0 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 32.0 34.0 36.0 38.0 40.0 42.0 44.0 46.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 82.3 19.9 21.9 23.9 25.9 27.9 29.9 31.9 33.9 35.9 37.9 39.9 41.9 43.9 45.9  
                 

度   数 548 11 11 24 33 72 56 73 54 53 37 27 16 22 14 45 
                 

全体 最大値 82.3 最小値 8.5 平均値 33.3 中央値 31.8 最頻値 31.9 標準偏差 8.58 変動係数 25.72 
上下 2.5%削除後 最大値 53.4 最小値 20.5 平均値 33.0 中央値 31.8 最頻値 31.9 標準偏差 6.93 変動係数 20.97 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 11.8  20.0 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 32.0 34.0 36.0 38.0 40.0 42.0 44.0 46.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 68.4 19.9 21.9 23.9 25.9 27.9 29.9 31.9 33.9 35.9 37.9 39.9 41.9 43.9 45.9  
                 

度   数 109 7 8 18 15 16 12 8 6 8 3 1 2 0 1 4 
                 

全体 最大値 68.4 最小値 11.8 平均値 28.3 中央値 26.5 最頻値 27.6 標準偏差 8.25 変動係数 29.07 
上下 2.5%削除後 最大値 53.9 最小値 16.6 平均値 27.9 中央値 26.5 最頻値 27.6 標準偏差 6.28 変動係数 22.47 
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               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 11.2  20.0 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 32.0 34.0 36.0 38.0 40.0 42.0 44.0 46.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 1,765.2 19.9 21.9 23.9 25.9 27.9 29.9 31.9 33.9 35.9 37.9 39.9 41.9 43.9 45.9  
                 

度   数 590 13 10 23 28 54 49 70 54 57 51 39 35 21 19 67 
                 

全体 最大値 1,765.2 最小値 11.2 平均値 38.0 中央値 33.7 最頻値 34.0 標準偏差 71.91 変動係数 189.07 
上下 2.5%削除後 最大値 58.9 最小値 20.2 平均値 34.7 中央値 33.7 最頻値 34.0 標準偏差 7.83 変動係数 22.54 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  20.0 22.0 24.0 26.0 28.0 30.0 32.0 34.0 36.0 38.0 40.0 42.0 44.0 46.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 566.9 19.9 21.9 23.9 25.9 27.9 29.9 31.9 33.9 35.9 37.9 39.9 41.9 43.9 45.9  
                 

度   数 321 23 10 19 29 38 22 26 33 25 15 17 11 9 8 36 
                 

全体 最大値 566.9 最小値 0.0 平均値 35.0 中央値 31.0 最頻値 33.7 標準偏差 32.29 変動係数 92.23 
上下 2.5%削除後 最大値 71.2 最小値 16.0 平均値 32.7 中央値 31.0 最頻値 33.7 標準偏差 9.53 変動係数 29.09 
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4．管理経費比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

管理経費の経常収入に占める割合である｡ 

管理経費は教育研究活動以外の目的で支出される経費であり、学校法人の運営のための支出は止

むを得ないものの､比率としては低い方が望ましい｡ 

なお､管理経費と教育研究経費の区分､両者を合計した経費の支出状況や減価償却の程度等にも

留意が必要である｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

 教育研究経費比率、減価償却額比率、教育活動収支差額比率、経常収支差額比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.8  3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 59.9 2.9 3.9 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9  
                 

度   数 548 6 15 34 38 43 77 71 48 49 42 29 15 15 16 50 
                 

全体 最大値 59.9 最小値 1.8 平均値 9.9 中央値 8.8 最頻値 7.5 標準偏差 5.06 変動係数 51.09 
上下 2.5%削除後 最大値 22.0 最小値 3.5 平均値 9.6 中央値 8.8 最頻値 7.5 標準偏差 3.74 変動係数 39.00 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 2.1  3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 28.5 2.9 3.9 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9  
                 

度   数 109 1 3 7 7 10 9 13 8 8 4 9 6 7 3 14 
                 

全体 最大値 28.5 最小値 2.1 平均値 10.6 中央値 9.3 最頻値 9.3 標準偏差 5.24 変動係数 49.20 
上下 2.5%削除後 最大値 25.6 最小値 3.6 平均値 10.4 中央値 9.3 最頻値 9.3 標準偏差 4.68 変動係数 44.63 
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               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.2  3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 366.5 2.9 3.9 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9  
                 

度   数 590 12 26 52 57 61 73 57 48 48 33 24 24 14 12 49 
                 

全体 最大値 366.5 最小値 1.2 平均値 9.9 中央値 8.1 最頻値 7.0 標準偏差 15.80 変動係数 159.31 
上下 2.5%削除後 最大値 22.4 最小値 3.0 平均値 8.9 中央値 8.1 最頻値 7.0 標準偏差 3.84 変動係数 42.93 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 187.0 2.9 3.9 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9  
                 

度   数 321 4 13 26 24 25 27 39 18 22 27 11 15 13 7 50 
                 

全体 最大値 187.0 最小値 0.0 平均値 11.5 中央値 9.0 最頻値 8.2 標準偏差 14.05 変動係数 121.29 
上下 2.5%削除後 最大値 28.2 最小値 3.4 平均値 10.3 中央値 9.0 最頻値 8.2 標準偏差 5.00 変動係数 48.43 
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5．借入金等利息比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

借入金等利息の経常収入に占める割合である｡ 

この比率は､学校法人の借入金等の額及び借入条件等によって影響を受け､貸借対照表の負債状態

が事業活動収支計算書にも反映しているため､ 学校法人の財務を分析する上で重要な財務比率の

一つである｡ 

借入金等利息は外部から調達する有利子負債がなければ発生しないものであるため、この比率は

低い方が望ましいとされる｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

総負債比率、固定負債比率、流動負債比率、固定負債構成比率、流動負債構成比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.1 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 9.5 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3  
                 

度   数 548 278 83 45 26 31 19 11 14 7 9 5 4 1 1 14 
                 

全体 最大値 9.5 最小値 0.0 平均値 0.2 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.63 変動係数 253.56 
上下 2.5%削除後 最大値 1.6 最小値 0.0 平均値 0.1 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.26 変動係数 150.45 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.1 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 4.7 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3  
                 

度   数 109 49 23 15 4 3 1 1 1 3 0 1 0 2 0 6 
                 

全体 最大値 4.7 最小値 0.0 平均値 0.2 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.73 変動係数 245.27 
上下 2.5%削除後 最大値 3.4 最小値 0.0 平均値 0.2 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.47 変動係数 209.84 

借 入 金 等 利 息 

経 常 収 入 

 

 

278 

83 
45 26 31 19 11 14 7 9 5 4 1 1 14 

0

200

400
法人 大 学 法 人

 

49 

23 
15 

4 3 1 1 1 3 0 1 0 2 0 6 

0

50

100
法人 短 期 大 学 法 人

－46－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.1 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 13.4 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3  
                 

度   数 590 373 67 29 30 22 14 9 7 6 8 5 4 0 1 15 
                 

全体 最大値 13.4 最小値 0.0 平均値 0.1 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.68 変動係数 349.04 
上下 2.5%削除後 最大値 1.4 最小値 0.0 平均値 0.1 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.24 変動係数 187.89 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 0.1 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 6.4 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3  
                 

度   数 321 236 30 19 7 3 4 5 1 1 3 1 0 2 0 9 
                 

全体 最大値 6.4 最小値 0.0 平均値 0.1 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.60 変動係数 367.57 
上下 2.5%削除後 最大値 1.8 最小値 0.0 平均値 0.0 中央値 0.0 最頻値 0.0 標準偏差 0.21 変動係数 257.14 
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13．基本金組入率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

事業活動収入の総額から基本金への組入れ状況を示す比率である｡ 

大規模な施設等の取得等を単年度に集中して行った場合は、一時的にこの比率が上昇することと

なる｡学校法人の諸活動に不可欠な資産の充実のためには､基本金への組入れが安定的に行われる

ことが望ましい｡ 

したがってこの比率の評価に際しては､基本金の組入れ内容が単年度の固定資産の取得によるも

のか､第 2 号基本金や第 3 号基本金にかかる計画的な組入れによるものか等の組入れの実態を確認

しておく必要がある｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、基本金比率、減価償却額比率  

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 2.1 4.1 6.1 8.1 10.1 12.1 14.1 16.1 18.1 20.1 22.1 24.1 26.1 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 99.2 0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0 22.0 24.0 26.0  
                 

度   数 548 25 61 80 69 68 50 31 33 21 10 13 14 14 10 49 
                 

全体 最大値 99.2 最小値 0.0 平均値 10.9 中央値 7.1 最頻値 0.0 標準偏差 12.90 変動係数 117.27 
上下 2.5%削除後 最大値 45.0 最小値 0.0 平均値 9.8 中央値 7.1 最頻値 4.5 標準偏差 8.94 変動係数 90.70 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －67.1  0.1 2.1 4.1 6.1 8.1 10.1 12.1 14.1 16.1 18.1 20.1 22.1 24.1 26.1 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 122.2 0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0 22.0 24.0 26.0  
                 

度   数 109 7 23 12 15 12 8 3 0 1 4 2 3 3 1 15 
                 

全体 最大値 122.2 最小値 －67.1 平均値 12.8 中央値 5.8 最頻値 0.0 標準偏差 22.84 変動係数 177.20 
上下 2.5%削除後 最大値 91.3 最小値 0.0 平均値 11.8 中央値 5.8 最頻値 0.0 標準偏差 16.82 変動係数 141.76 
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               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －16.9  0.1 2.1 4.1 6.1 8.1 10.1 12.1 14.1 16.1 18.1 20.1 22.1 24.1 26.1 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 376.5 0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0 22.0 24.0 26.0  
                 

度   数 590 89 91 87 76 54 33 30 23 20 14 6 9 6 5 47 
                 

全体 最大値 376.5 最小値 －16.9 平均値 9.7 中央値 4.6 最頻値 0.0 標準偏差 21.69 変動係数 221.51 
上下 2.5%削除後 最大値 54.9 最小値 0.0 平均値 7.6 中央値 4.6 最頻値 0.0 標準偏差 9.25 変動係数 120.15 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －54.6  0.1 2.1 4.1 6.1 8.1 10.1 12.1 14.1 16.1 18.1 20.1 22.1 24.1 26.1 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 255.2 0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0 22.0 24.0 26.0  
                 

度   数 321 83 70 39 31 21 12 9 6 9 5 1 1 4 0 30 
                 

全体 最大値 255.2 最小値 －54.6 平均値 8.9 中央値 2.2 最頻値 0.0 標準偏差 22.96 変動係数 255.38 
上下 2.5%削除後 最大値 73.9 最小値 －1.3 平均値 6.6 中央値 2.2 最頻値 0.0 標準偏差 11.45 変動係数 171.21 

89 91 87 
76 

54 

33 30 
23 20 14 

6 9 6 5 

47 

0

50

100
校 大 学 部 門

83 
70 

39 
31 

21 
12 9 6 9 5 1 1 4 0 

30 

0

50

100
校 短 期 大 学 部 門

－49－



14．減価償却額比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

減価償却額の経常支出に占める割合で、当該年度の経常支出のうち減価償却額がどの程度の水準

にあるかを測る比率である｡ 

一方で､減価償却額は経費に計上されているが実際の資金支出は伴わないものであるため、別の

視点では実質的には費消されずに蓄積される資金の割合を示したものと捉えることも可能である｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

経常収支差額比率、教育活動収支差額比率、教育研究経費比率、管理経費比率、減価償却比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 17.0 18.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 36.9 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9 16.9 17.9  
                 

度   数 548 13 9 22 36 41 66 63 70 56 42 34 36 23 11 26 
                 

全体 最大値 36.9 最小値 0.0 平均値 11.6 中央値 11.3 最頻値 11.7 標準偏差 3.86 変動係数 33.17 
上下 2.5%削除後 最大値 19.7 最小値 5.0 平均値 11.5 中央値 11.3 最頻値 11.7 標準偏差 3.08 変動係数 26.66 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1.5  5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 17.0 18.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 28.0 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9 16.9 17.9  
                 

度   数 109 2 3 3 8 13 16 11 9 10 8 6 11 1 3 5 
                 

全体 最大値 28.0 最小値 1.5 平均値 11.4 中央値 10.8 最頻値 9.8 標準偏差 4.07 変動係数 35.48 
上下 2.5%削除後 最大値 21.3 最小値 5.0 平均値 11.3 中央値 10.8 最頻値 9.8 標準偏差 3.38 変動係数 29.81 

減 価 償 却 額 

経 常 支 出 
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               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 17.0 18.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 40.4 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9 16.9 17.9  
                 

度   数 590 14 9 19 28 41 53 62 59 64 65 35 35 31 27 48 
                 

全体 最大値 40.4 最小値 0.0 平均値 12.4 中央値 12.1 最頻値 10.3 標準偏差 4.25 変動係数 34.22 
上下 2.5%削除後 最大値 21.2 最小値 5.2 平均値 12.3 中央値 12.1 最頻値 10.3 標準偏差 3.46 変動係数 28.01 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 1.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 17.0 18.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 52.2 4.9 5.9 6.9 7.9 8.9 9.9 10.9 11.9 12.9 13.9 14.9 15.9 16.9 17.9  
                 

度   数 321 16 4 12 23 27 31 31 26 22 21 18 21 11 10 48 
                 

全体 最大値 52.2 最小値 0.0 平均値 12.5 中央値 11.6 最頻値 9.9 標準偏差 5.76 変動係数 46.00 
上下 2.5%削除後 最大値 23.6 最小値 3.4 平均値 12.3 中央値 11.6 最頻値 9.9 標準偏差 4.39 変動係数 35.62 
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収入と支出のバランスはとれているか （2，7，15，16） 

2．人件費依存率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

人件費の学生生徒等納付金に占める割合を示す｡ 

この比率は人件費比率及び学生生徒等納付金比率の状況にも影響される。一般的に人件費は学生

生徒等納付金で賄える範囲内に収まっている（比率が 100％を超えない）ことが理想的であるが、

学校の種類や系統・規模等により､必ずしもこの範囲に収まらない構造となっている場合もある点

に留意が必要である｡ 

また、例えば高等学校においては学費軽減の観点から相当規模の補助金が交付されており、相対

的に学生生徒等納付金が低い水準に抑えられている場合は、分母に補助金を加えて「修正人件費依

存率」として評価することも有用である。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

 人件費比率、学生生徒等納付金比率、教育研究経費比率  

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 28.7  40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 150.0 160.0 170.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 2,382.2 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9 149.9 159.9 169.9  
                 

度   数 548 5 18 49 105 104 85 60 42 20 10 7 4 4 0 35 
                 

全体 最大値 2,382.2 最小値 28.7 平均値 110.5 中央値 79.0 最頻値 70.7 標準偏差 177.71 変動係数 160.73 
上下 2.5%削除後 最大値 428.6 最小値 44.7 平均値 89.2 中央値 79.0 最頻値 70.7 標準偏差 43.96 変動係数 49.27 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 46.2  40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 150.0 160.0 170.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 538.5 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9 149.9 159.9 169.9  
                 

度   数 109 0 2 7 5 6 11 18 13 14 12 8 8 2 2 1 
                 

全体 最大値 538.5 最小値 46.2 平均値 107.8 中央値 104.3 最頻値 96.5 標準偏差 49.88 変動係数 46.25 
上下 2.5%削除後 最大値 163.5 最小値 50.9 平均値 104.3 中央値 104.3 最頻値 96.5 標準偏差 26.21 変動係数 25.12 

人 件 費 

学生生徒等納付金 
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               （単位：％） 

階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 28.4  40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 150.0 160.0 170.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 2,266.7 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9 149.9 159.9 169.9  
                 

度   数 590 7 52 114 173 97 55 22 13 9 13 3 6 0 3 23 
                 

全体 最大値 2,266.7 最小値 28.4 平均値 85.3 中央値 66.5 最頻値 66.2 標準偏差 123.29 変動係数 144.52 
上下 2.5%削除後 最大値 229.1 最小値 41.9 平均値 73.1 中央値 66.5 最頻値 66.2 標準偏差 26.19 変動係数 35.79 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 10.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 110.0 120.0 130.0 140.0 150.0 160.0 170.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 28,616.8 39.9 49.9 59.9 69.9 79.9 89.9 99.9 109.9 119.9 129.9 139.9 149.9 159.9 169.9  
                 

度   数 321 3 9 31 38 73 55 39 26 13 9 3 6 4 1 11 
                 

全体 最大値 28,616.8 最小値 0.0 平均値 190.7 中央値 80.9 最頻値 102.2 標準偏差 1,601.23 変動係数 839.58 
上下 2.5%削除後 最大値 177.2 最小値 46.7 平均値 85.9 中央値 80.9 最頻値 83.5 標準偏差 24.07 変動係数 28.02 
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7．基本金組入後収支比率 

 

【計 算 式】       

 

【比率の解説】 

事業活動収入から基本金組入額を控除した額に対する事業活動支出が占める割合を示す比率で

ある。 

一般的には､基本金組入後において収支が均衡する 100％前後が望ましいと考えられるが、臨時的

な固定資産の取得等による基本金組入れが著しく大きい年度において一時的に急上昇する場合も

ある。 

この比率の評価に際しては、この比率が基本金組入額に大きく影響されるため､基本金組入計画

や当該年度の基本金の組入状況およびその内容を考慮する必要がある｡ 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、基本金組入率  

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 33.1  90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 120.0 125.0 130.0 135.0 140.0 145.0 150.0 155.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 10,781.9 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9 119.9 124.9 129.9 134.9 139.9 144.9 149.9 154.9  
                 

度   数 548 18 32 72 99 102 67 46 30 15 10 8 6 7 8 28 
                 

全体 最大値 10,781.9 最小値 33.1 平均値 139.8 中央値 107.2 最頻値 116.4 標準偏差 477.73 変動係数 341.71 
上下 2.5%削除後 最大値 176.6 最小値 88.8 平均値 111.1 中央値 107.2 最頻値 110.3 標準偏差 15.58 変動係数 14.01 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －2,357.0  90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 120.0 125.0 130.0 135.0 140.0 145.0 150.0 155.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 1,182.7 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9 119.9 124.9 129.9 134.9 139.9 144.9 149.9 154.9  
                 

度   数 109 6 7 16 24 17 8 12 3 4 2 0 1 2 0 7 
                 

全体 最大値 1,182.7 最小値 －2,357.0 平均値 99.4 中央値 105.2 最頻値 100.4 標準偏差 266.39 変動係数 267.81 
上下 2.5%削除後 最大値 354.8 最小値 58.7 平均値 113.7 中央値 105.2 最頻値 111.2 標準偏差 36.68 変動係数 32.24 

事 業 活 動 支 出 

事業活動収入－基本金組入額 
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               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －3,327.0  90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 120.0 125.0 130.0 135.0 140.0 145.0 150.0 155.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 10,556.8 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9 119.9 124.9 129.9 134.9 139.9 144.9 149.9 154.9  
                 

度   数 590 86 67 94 68 51 50 34 26 19 15 9 5 11 6 49 
                 

全体 最大値 10,556.8 最小値 －3,327.0 平均値 131.8 中央値 103.6 最頻値 99.3 標準偏差 494.56 変動係数 375.10 
上下 2.5%削除後 最大値 236.9 最小値 75.8 平均値 110.3 中央値 103.6 最頻値 99.3 標準偏差 24.62 変動係数 22.31 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －6,522.2  90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 120.0 125.0 130.0 135.0 140.0 145.0 150.0 155.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 1,543.1 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9 119.9 124.9 129.9 134.9 139.9 144.9 149.9 154.9  
                 

度   数 321 50 33 30 26 36 23 27 15 9 8 5 12 3 3 41 
                 

全体 最大値 1,543.1 最小値 －6,522.2 平均値 106.1 中央値 108.2 最頻値 109.9 標準偏差 404.06 変動係数 380.62 
上下 2.5%削除後 最大値 316.2 最小値 62.3 平均値 117.5 中央値 108.2 最頻値 109.9 標準偏差 38.20 変動係数 32.50 
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15．経常収支差額比率 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

事業活動収支計算書においては、収入支出を教育活動、教育活動外、特別活動の 3 つに区分して、

それぞれの区分における収支バランスが把握できる構造となっているが、この比率はそのうち、臨

時的な要素を除いた経常的な活動に関する部分に着目した比率である。 

この比率がプラスで大きいほど経常的な収支は安定していることを示すが、逆にこの比率がマイ

ナスになる場合は、学校法人の経常的な収支で資産の流出が生じていることを意味するため、将来

的な学校法人財政の不安要素となる。 

マイナスとなった要因が経常的なものか臨時的なものかを把握した上で、支出超過の状況が常態

化している様な場合は、学校法人の収支構造の見直し等を含めた対応策が必要となることも想定さ

れる。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、人件費比率、教育研究経費比率、管理経費比率、学生生徒等納付金比率、 

経常寄付金比率、経常補助金比率  

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －83.8  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 59.5 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 548 47 13 16 27 35 40 54 59 68 70 44 18 21 12 24 
                 

全体 最大値 59.5 最小値 －83.8 平均値 0.0 中央値 1.5 最頻値 6.0 標準偏差 13.62 変動係数 55,236.83 
上下 2.5%削除後 最大値 21.4 最小値 －33.0 平均値 0.4 中央値 1.5 最頻値 6.0 標準偏差 9.48 変動係数 2,234.65 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －70.8  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 67.9 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 109 10 4 3 5 8 5 11 19 8 18 5 3 1 2 7 
                 

全体 最大値 67.9 最小値 －70.8 平均値 －0.1 中央値 0.9 最頻値 0.2 標準偏差 14.43 変動係数 －10,282.71 
上下 2.5%削除後 最大値 21.8 最小値 －38.6 平均値 0.1 中央値 0.9 最頻値 0.2 標準偏差 9.86 変動係数 8,204.29 
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               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －3,474.9  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 62.0 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 590 100 16 19 19 22 32 25 42 39 55 53 54 32 26 56 
                 

全体 最大値 62.0 最小値 －3,474.9 平均値 －7.8 中央値 3.8 最頻値 8.7 標準偏差 144.86 変動係数 －1,835.81 
上下 2.5%削除後 最大値 26.2 最小値 －66.4 平均値 －0.6 中央値 3.8 最頻値 8.7 標準偏差 17.04 変動係数 －2,577.19 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －1,615.6  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 81.2 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 321 83 13 16 18 17 10 18 18 18 19 25 12 13 9 32 
                 

全体 最大値 81.2 最小値 －1,615.6 平均値 －14.1 中央値 －1.9 最頻値 －0.5 標準偏差 98.08 変動係数 －692.55 
上下 2.5%削除後 最大値 29.4 最小値 －105.1 平均値 －6.6 中央値 －1.9 最頻値 －0.5 標準偏差 22.20 変動係数 －332.48 
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16．教育活動収支差額比率 

 

【計 算 式】       

 

【比率の解説】 

事業活動収支計算書のうち、学校法人における本業といえる教育活動に関する部分に着目した比

率である。 

この比率がプラスで大きいほど教育活動部分の収支は安定していることを示し、マイナスになる

場合は、教育活動において資産の流出が生じていることを意味する。 

しかし、例えば、教育活動外収支において付随事業等により収入を確保し、教育活動の支出超過

を補うことが出来ている様な場合においては、教育活動の支出超過が直ちに財政の不安要素となる

とは限らない。 

教育活動外収支の状況と併せて判断することが望ましい。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

経常収支差額比率、事業活動収支差額比率  

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －124.3  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 49.0 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 548 56 19 16 29 37 46 56 63 72 52 38 16 21 10 17 
                 

全体 最大値 49.0 最小値 －124.3 平均値 －1.7 中央値 0.4 最頻値 2.0 標準偏差 14.52 変動係数 －845.71 
上下 2.5%削除後 最大値 18.6 最小値 －36.7 平均値 －1.0 中央値 0.4 最頻値 2.0 標準偏差 10.12 変動係数 －988.65 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －68.7  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 62.2 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 109 14 3 3 4 8 8 12 12 12 16 6 2 3 1 5 
                 

全体 最大値 62.2 最小値 －68.7 平均値 －1.2 中央値 0.2 最頻値 －0.4 標準偏差 14.40 変動係数 －1,148.22 
上下 2.5%削除後 最大値 21.0 最小値 －38.4 平均値 －0.9 中央値 0.2 最頻値 －0.4 標準偏差 10.31 変動係数 －1,032.02 

教 育 活 動 収 支 差 額 

教 育 活 動 収 入 計 
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               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －3,491.9  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 41.5 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 590 107 18 17 21 23 36 32 34 43 54 54 40 34 27 50 
                 

全体 最大値 41.5 最小値 －3,491.9 平均値 －8.9 中央値 3.1 最頻値 －0.1 標準偏差 145.56 変動係数 －1,623.32 
上下 2.5%削除後 最大値 26.1 最小値 －71.0 平均値 －1.5 中央値 3.1 最頻値 －0.1 標準偏差 17.35 変動係数 －1,097.25 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －1,637.8  －15.0 －12.5 －10.0 －7.5 －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 81.2 －15.1 －12.6 －10.1 －7.6 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4  
                 

度   数 321 87 15 18 16 15 10 23 13 21 14 26 11 14 8 30 
                 

全体 最大値 81.2 最小値 －1,637.8 平均値 －15.0 中央値 －2.6 最頻値 －13.9 標準偏差 99.26 変動係数 －659.27 
上下 2.5%削除後 最大値 27.2 最小値 －105.2 平均値 －7.4 中央値 －2.6 最頻値 －4.0 標準偏差 22.29 変動係数 －299.23 
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◇活動区分資金収支計算書関係比率 

1．教育活動資金収支差額比率 

 

【計 算 式】   

 

＊教育活動資金収支差額＝教育活動資金収入計－教育活動資金支出計＋教育活動 

調整勘定等 

 

【比率の解説】 

教育活動資金収支差額の教育活動資金収入に占める割合を示し、学校法人における本業である

「教育活動」でキャッシュフローが生み出せているかを測る比率である。 

比率はプラスであることが望ましいが、「その他の活動」でキャッシュフローを生み出し、教育

研究活動の原資としている場合もあり得るため、「その他の活動」の収支状況を併せて確認する必

要がある。 

 

【財務分析上併せて確認が必要な比率】 

事業活動収支差額比率、教育活動収支差額比率、経常収支差額比率  

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －72.7  －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 47.3 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4  
                 

度   数 548 44 8 15 18 36 46 61 58 66 60 49 30 14 13 30 
                 

全体 最大値 47.3 最小値 －72.7 平均値 10.8 中央値 12.0 最頻値 11.4 標準偏差 12.27 変動係数 113.00 
上下 2.5%削除後 最大値 33.8 最小値 －21.0 平均値 11.1 中央値 12.0 最頻値 11.4 標準偏差 9.35 変動係数 83.77 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 2.5 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 －156.9  －5.0 －2.5 0.0 2.5 5.0 7.5 10.0 12.5 15.0 17.5 20.0 22.5 25.0 27.5 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 34.8 －5.1 －2.6 －0.1 2.4 4.9 7.4 9.9 12.4 14.9 17.4 19.9 22.4 24.9 27.4  
                 

度   数 109 10 7 5 5 4 4 15 14 18 9 5 3 4 1 5 
                 

全体 最大値 34.8 最小値 －156.9 平均値 7.2 中央値 10.5 最頻値 11.6 標準偏差 20.15 変動係数 279.43 
上下 2.5%削除後 最大値 31.4 最小値 －29.5 平均値 8.7 中央値 10.5 最頻値 11.6 標準偏差 10.92 変動係数 124.25 

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額 

教 育 活 動 資 金 収 入 計 

 

 

44 

8 
15 18 

36 
46 

61 58 
66 60 

49 

30 

14 13 

30 

0

50

100
法人 大 学 法 人

10 

7 
5 5 4 4 

15 14 
18 

9 

5 
3 4 

1 

5 

0

10

20
法人 短 期 大 学 法 人

－60－



◇その他 

１．収容定員充足率（平成 29年 5月 1日現在） 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

収容定員に対しての、在籍学生数の割合を示す比率である｡  

一般には 100％に近づくほど良いと考えられる。この数値が特に低い状況が続く場合には、学生

募集状況が悪化している場合があるので注意しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               （単位：％） 
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.0  50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 
大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 129.6 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9  
                 

度   数 600 10 2 13 24 21 39 26 37 32 58 51 66 84 85 52 
                 

全体 最大値 129.6 最小値 0.0 平均値 94.4 中央値 98.5 最頻値 108.1 標準偏差 18.79 変動係数 19.89 
上下 2.5%削除後 最大値 120.0 最小値 56.9 平均値 95.0 中央値 98.5 最頻値 108.1 標準偏差 16.39 変動係数 17.24 

               （単位：％） 
階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

 0.0  50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 
短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 131.2 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9  
                 

度   数 317 10 5 10 14 14 22 24 41 19 27 37 20 31 17 26 
                 

全体 最大値 131.2 最小値 0.0 平均値 88.2 中央値 89.0 最頻値 82.1 標準偏差 20.59 変動係数 23.33 
上下 2.5%削除後 最大値 124.2 最小値 40.8 平均値 88.7 中央値 89.0 最頻値 82.1 標準偏差 17.67 変動係数 19.90 

在 籍 学 生 数 
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２．入学定員充足率（平成 29年 5月 1日現在） 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

学則に定められた入学定員に対する、実際の入学者数の割合を示す比率である｡  

入学者の状況のみを対象としているこの比率は、年度ごとの状況を敏感に反映し、学校経営の将

来を予測する上で重要な比率である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 146.0 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9  
                 

度   数 600 9 9 4 14 17 24 26 22 51 40 70 80 96 59 79 
                 

全体 最大値 146.0 最小値 0.0 平均値 97.1 中央値 100.7 最頻値 109.0 標準偏差 18.47 変動係数 19.01 
上下 2.5%削除後 最大値 123.2 最小値 53.6 平均値 97.7 中央値 100.7 最頻値 109.0 標準偏差 15.44 変動係数 15.79 

 

 

 

 

 
               （単位：％） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  50.0 55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0 105.0 110.0 115.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 142.0 49.9 54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 94.9 99.9 104.9 109.9 114.9  
                 

度   数 317 19 5 9 14 20 21 18 39 25 21 24 37 17 19 29 
                 

全体 最大値 142.0 最小値 0.0 平均値 85.8 中央値 88.0 最頻値 0.0 標準偏差 25.31 変動係数 29.49 
上下 2.5%削除後 最大値 122.0 最小値 0.0 平均値 86.7 中央値 88.0 最頻値 76.0 標準偏差 21.19 変動係数 24.43 
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３．学生 1 人当たりの納付金収入 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

学生生徒等納付金の額を在籍学生数で除し、学生一人当たりの学納金負担状況を示したものであ

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 200.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 642.5  400.0 600.0 800.0 1,000.0 1,200.0 1,400.0 1,600.0 1,800.0 2,000.0 2,200.0 2,400.0 2,600.0 2,800.0 3,000.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 7,205.0 399.9 599.9 799.9 999.9 1,199.9 1,399.9 1,599.9 1,799.9 1,999.9 2,199.9 2,399.9 2,599.9 2,799.9 2,999.9  
                 

度   数 590 0 0 7 73 208 133 79 32 17 15 2 1 3 0 20 
                 

全体 最大値 7,205.0 最小値 642.5 平均値 1,368.1 中央値 1,208.3 最頻値 1,330.3 標準偏差 634.63 変動係数 46.39 
上下 2.5%削除後 最大値 3,590.7 最小値 851.0 平均値 1,303.2 中央値 1,208.3 最頻値 1,284.1 標準偏差 371.49 変動係数 28.50 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 200.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  400.0 600.0 800.0 1,000.0 1,200.0 1,400.0 1,600.0 1,800.0 2,000.0 2,200.0 2,400.0 2,600.0 2,800.0 3,000.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 17,383.6 399.9 599.9 799.9 999.9 1,199.9 1,399.9 1,599.9 1,799.9 1,999.9 2,199.9 2,399.9 2,599.9 2,799.9 2,999.9  
                 

度   数 321 4 1 7 74 148 67 5 7 4 0 0 0 0 0 4 
                 

全体 最大値 17,383.6 最小値 0.0 平均値 1,176.4 中央値 1,088.5 最頻値 1,101.2 標準偏差 978.40 変動係数 83.17 
上下 2.5%削除後 最大値 1,767.4 最小値 751.5 平均値 1,106.6 中央値 1,088.5 最頻値 1,101.2 標準偏差 166.53 変動係数 15.05 

学生生徒等納付金収入 

在 籍 学 生 数 
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４．専任教員 1 人当たりの人件費支出 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

本務教員給の額を専任教員数で除し、専任教員１人当たりの人件費支出を示したものである。こ

の数値は平均値となるため、分析にあたっては、実際の給与額だけではなく年齢構成や本俸・手当

の詳細等にも注意する必要がある。 

本務教員給とは、専任教員に係る人件費で、人件費支出内訳表の教員人件費支出の本務教員のう

ち本俸、期末手当、その他の手当、所定福利費及び私立大学退職金財団負担金・都道府県退職金団

体負担金である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1,891.4  4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 16,000.0 17,000.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 16,639.7 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9 15,999.9 16,999.9  
                 

度   数 548 5 9 28 56 83 101 92 52 49 37 23 11 1 1 0 
                 

全体 最大値 16,639.7 最小値 1,891.4 平均値 9,131.8 中央値 8,909.3 最頻値 10,094.8 標準偏差 2,311.66 変動係数 25.31 
上下 2.5%削除後 最大値 13,873.4 最小値 4,918.7 平均値 9,125.0 中央値 8,909.3 最頻値 10,094.8 標準偏差 2,052.6

4 
 

変動係数 22.49 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 2,566.5  4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 16,000.0 17,000.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 11,215.3 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9 15,999.9 16,999.9  
                 

度   数 109 5 9 19 31 26 10 5 3 1 0 0 0 0 0 0 
                 

全体 最大値 11,215.3 最小値 2,566.5 平均値 6,761.0 中央値 6,756.7 最頻値  標準偏差 1,556.87 変動係数 23.03 
上下 2.5%削除後 最大値 10,595.8 最小値 3,852.0 平均値 6,751.2 中央値 6,756.7 最頻値  標準偏差 1,369.57 変動係数 20.29 

本 務 教 員 給 

専 任 教 員 数 
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               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 3,782.9  4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 16,000.0 17,000.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 70,849.7 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9 15,999.9 16,999.9  
                 

度   数 590 2 7 18 36 76 100 95 77 57 49 38 21 8 1 5 
                 

全体 最大値 70,849.7 最小値 3,782.9 平均値 10,002.5 中央値 9,579.6 最頻値 9,065.6 標準偏差 3,814.64 変動係数 38.14 
上下 2.5%削除後 最大値 14,994.3 最小値 5,447.1 平均値 9,818.3 中央値 9,579.6 最頻値 9,065.6 標準偏差 2,197.38 変動係数 22.38 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 16,000.0 17,000.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 15,188.5 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9 15,999.9 16,999.9  
                 

度   数 321 6 13 34 55 66 54 36 26 14 6 8 2 1 0 0 
                 

全体 最大値 15,188.5 最小値 0.0 平均値 7,990.7 中央値 7,809.5 最頻値 7,861.9 標準偏差 2,250.55 変動係数 28.16 
上下 2.5%削除後 最大値 13,170.3 最小値 4,342.7 平均値 7,972.5 中央値 7,809.5 最頻値 7,861.9 標準偏差 1,903.07 変動係数 23.87 
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５．専任職員 1 人当たりの人件費支出 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

本務職員給の額を専任職員数で除し、専任職員１人当たりの人件費支出を示したものである。こ

の数値は平均値となるため、分析にあたっては、実際の給与額だけではなく年齢構成や本俸・手当

の詳細等にも注意する必要がある。 

本務職員給とは、専任職員に係る人件費で、人件費支出内訳表の職員人件費支出の本務職員のう

ち本俸、期末手当、その他の手当、所定福利費及び私立大学退職金財団負担金・都道府県退職金団

体負担金である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 2,110.1  2,000.0 3,000.0 4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 

大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 13,439.6 1,999.9 2,999.9 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9  
                 

度   数 548 0 4 13 55 107 139 88 66 45 23 5 1 2 0 0 
                 

全体 最大値 13,439.6 最小値 2,110.1 平均値 6,907.1 中央値 6,669.3 最頻値  標準偏差 1,784.33 変動係数 25.83 
上下 2.5%削除後 最大値 10,663.1 最小値 3,922.6 平均値 6,880.7 中央値 6,669.3 最頻値  標準偏差 1,555.47 変動係数 22.61 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 2,371.0  2,000.0 3,000.0 4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 

短期大学法人 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 12,734.0 1,999.9 2,999.9 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9  
                 

度   数 109 0 2 5 30 29 15 20 5 1 1 0 1 0 0 0 
                 

全体 最大値 12,734.0 最小値 2,371.0 平均値 5,846.2 中央値 5,446.5 最頻値  標準偏差 1,657.77 変動係数 28.36 
上下 2.5%削除後 最大値 9,234.7 最小値 3,130.7 平均値 5,792.8 中央値 5,446.5 最頻値  標準偏差 1,393.38 変動係数 24.05 

本 務 職 員 給 

専 任 職 員 数 
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               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 1,282.2  2,000.0 3,000.0 4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 13,667.7 1,999.9 2,999.9 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9  
                 

度   数 590 2 2 9 61 114 146 100 73 51 24 5 1 2 0 0 
                 

全体 最大値 13,667.7 最小値 1,282.2 平均値 6,922.7 中央値 6,712.3 最頻値 6,636.0 標準偏差 1,781.71 変動係数 25.74 
上下 2.5%削除後 最大値 10,672.2 最小値 4,098.8 平均値 6,902.2 中央値 6,712.3 最頻値 6,636.0 標準偏差 1,554.36 変動係数 22.52 

 

 

 

 

 
               （単位：千円） 

階級幅 1,000.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 920.6  2,000.0 3,000.0 4,000.0 5,000.0 6,000.0 7,000.0 8,000.0 9,000.0 10,000.0 11,000.0 12,000.0 13,000.0 14,000.0 15,000.0 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 12,610.3 1,999.9 2,999.9 3,999.9 4,999.9 5,999.9 6,999.9 7,999.9 8,999.9 9,999.9 10,999.9 11,999.9 12,999.9 13,999.9 14,999.9  
                 

度   数 321 1 2 17 60 88 61 42 27 11 7 3 2 0 0 0 
                 

全体 最大値 12,610.3 最小値 920.6 平均値 6,217.7 中央値 5,873.2 最頻値 3,843.1 標準偏差 1,762.21 変動係数 28.34 
上下 2.5%削除後 最大値 10,259.6 最小値 3,589.1 平均値 6,168.9 中央値 5,873.2 最頻値 3,843.1 標準偏差 1,499.92 変動係数 24.31 
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6．専任教員 1 人当たりの学生数 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

専任教員１人当たりの学生数は、多いほうが経営面では効率的な運用ができ、支出を抑えること

ができる。しかし、多すぎる場合には教育条件の悪化を招くことになるため、注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：人） 

階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.8  0.1 3.1 6.1 9.1 12.1 15.1 18.1 21.1 24.1 27.1 30.1 33.1 36.1 39.1 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 51.1 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 27.0 30.0 33.0 36.0 39.0  
                 

度   数 590 0 18 18 31 59 85 68 56 64 52 42 37 22 12 26 
                 

全体 最大値 51.1 最小値 0.8 平均値 19.9 中央値 18.7 最頻値 12.4 標準偏差 9.85 変動係数 49.32 
上下 2.5%削除後 最大値 41.8 最小値 2.6 平均値 19.8 中央値 18.7 最頻値 12.4 標準偏差 8.85 変動係数 44.68 

 

 

 

 

 
               （単位：人） 

階級幅 3.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 3.1 6.1 9.1 12.1 15.1 18.1 21.1 24.1 27.1 30.1 33.1 36.1 39.1 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 35.5 0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0 24.0 27.0 30.0 33.0 36.0 39.0  
                 

度   数 321 2 4 11 33 59 59 46 49 26 16 8 4 4 0 0 
                 

全体 最大値 35.5 最小値 0.0 平均値 15.3 中央値 14.6 最頻値 20.9 標準偏差 6.56 変動係数 42.66 
上下 2.5%削除後 最大値 30.0 最小値 4.9 平均値 15.2 中央値 14.6 最頻値 20.9 標準偏差 5.66 変動係数 37.00 

在 籍 学 生 数 

専 任 教 員 数 
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7．専任職員 1 人当たりの学生数 

 

【計 算 式】  

 

【比率の解説】 

専任職員１人当たりの学生数は、多いほうが経営面では効率的な運用ができ、支出を抑えること

ができる。しかし、多すぎる場合には学生に対しての十分な支援が実現できないため、注意が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【度数分布表】 

 

 

 

 

 

 
               （単位：人） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.4  0.1 5.1 10.1 15.1 20.1 25.1 30.1 35.1 40.1 45.1 50.1 55.1 60.1 65.1 

大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 138.7 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0  
                 

度   数 590 0 10 21 18 49 65 90 94 67 53 35 35 17 11 25 
                 

全体 最大値 138.7 最小値 0.4 平均値 34.1 中央値 32.5 最頻値 41.6 標準偏差 16.04 変動係数 46.91 
上下 2.5%削除後 最大値 71.7 最小値 6.3 平均値 33.7 中央値 32.5 最頻値 41.6 標準偏差 13.39 変動係数 39.70 

 

 

 

 

 
               （単位：人） 

階級幅 5.0 合計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 
 0.0  0.1 5.1 10.1 15.1 20.1 25.1 30.1 35.1 40.1 45.1 50.1 55.1 60.1 65.1 

短期大学 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 
 153.5 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0 55.0 60.0 65.0  
                 

度   数 321 1 5 5 29 55 52 50 35 23 19 13 13 5 5 11 
                 

全体 最大値 153.5 最小値 0.0 平均値 30.2 中央値 26.0 最頻値 27.0 標準偏差 17.81 変動係数 58.93 
上下 2.5%削除後 最大値 74.5 最小値 9.4 平均値 29.0 中央値 26.0 最頻値 27.0 標準偏差 12.96 変動係数 44.59 

 

在 籍 学 生 数 

専 任 職 員 数 
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